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第１章 計画の改定に当たって 
 

第１節 計画改定の背景及び趣旨 

 

●わが国では、ノーマライゼーションの理念のもと、障害のある人もない人も、地域でとも

に暮らし、ともに活動できる社会の実現に向け、障害のある人の自立と社会参加を目的に

施策が講じられてきました。 

●本区では、障害者基本法に基づく「障害者計画」を策定するとともに、平成 18 年からは、

障害者自立支援法の施行に伴い、日常生活支援をはじめとする様々な障害福祉サービスの

充実に取り組んできています。 

●しかし、平成 22 年 12 月には、障害者自立支援法や児童福祉法等を一括して改正する法

律が成立し、障害者福祉制度の改革が具体的に示され、障害者自立支援法については平成

25 年 8 月までの廃止と、障害を理由とする差別の禁止に関する法律の法案提出や、新た

に障害者総合福祉法の施行が予定されています。 

●平成 23 年６月には、障害のある人に対する虐待を防ぐため、虐待を発見した人に自治体

への通報を義務づけることなどを盛り込んだ障害者虐待防止法が成立し、平成 24 年 10

月から施行されます。 

●また、ノーマライゼーションの考え方が浸透するに伴い、それを一歩進めたインクルージ

ョンの考え方が学校、地域、社会づくりの新たな方向性として求められてきており、本区

においても障害のある人を地域で包み込み、ともに生きる社会づくりを目指していく必要

があります。 
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第２節 計画の性格・位置づけ 

 

●本計画は、障害者基本法に基づく「障害者計画」と、障害者自立支援法に基づく「障害福

祉計画」を一体的に策定した計画で、区の障害者施策を総合的・計画的に推進するための

基本計画となるものです。 

●本計画は、区の福祉保健を推進するための基本計画である文京区地域福祉計画の部門計画

の一つとなります。 

 

 法的な位置づけ 計画の性格 策定の内容 

文京区障害者計画 

障害者基本法に基づく

「市町村障害者計画」

障害者施策の基本計画 障害者施策の基本的な

方向性 

障害者自立支援法に基

づく「市町村障害福祉

計画」 

基本計画を具体化する

事業計画 

障害者自立支援法の各

種サービス（施設通所、

ホームヘルプ、短期入

所等）の需要見込量や

達成目標 

障害者計画で示した基

本的な方向性を具体化

するための施策や事業

 

 

第３節 計画の期間 

 

●本計画は、平成 24 年度から平成 26 年度までの３年間を計画期間とします。ただし、国

の動向や社会情勢が変化した場合、本計画を見直す等、その変化に柔軟に対応していきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間の図 
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第４節 計画の進行管理等 

 

●計画の進捗状況については、地域福祉推進協議会に報告し、区民参加による進行管理を行

います。また、文京区自立支援協議会には適宜検討状況を伝え、意見を聴取し、地域福祉

推進協議会に併せて報告します。なお、本計画に定める以外の新たな課題や施策の実施に

当たっては、随時協議いただくことにしています。 

●障害のある区民やその保護者が、必要とする福祉サービス等を有効に活用できるよう、情

報提供や周知方法には十分配慮を払い、利用者の視点に立った「サービス利用体制の整備」

に努めます。 
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第２章 障害者・障害児を取り巻く現状と課題 
 

第１節 障害者・障害児の人数 

 

本区の障害者、障害児の数は、平成 23 年４月１日現在、身体障害者手帳所持者が 4,552

人、愛の手帳所持者（知的障害者）が 761 人、精神障害者保健福祉手帳所持者が 677 人と

なっています。身体障害者の種別では、肢体不自由と内部疾患で全体の 83.7％を占め、愛の

手帳では、３度（中度）と４度（軽度）で全体の 68.2％を占めています。 

（１）身体障害者手帳所持者数 

身体障害者は、平成 23 年 4 月 1 日現在、4,552 人です。3 年前の平成 20 年と比較す

ると 4.3％の増加となっています。身体障害者の種別では、肢体不自由と内部疾患で全体の

83.7％を占めています。身体障害者手帳所持者のうち、１（最重度）・２級の手帳所持者の

割合は、全体の 51.5(要確認)%で約半数を占めています。身体障害を年齢でとらえると、65

歳以上の高齢者が約３分の２を占めており（63.8%）要確認、人口全体の高齢化率と比べる

と障害者の高齢化が進んでいます。 

 

【図表１：身体障害者手帳所持者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年４月１日現在） 
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（２）愛の手帳所持者数 

愛の手帳所持者は、平成 23 年 4 月 1 日現在、761 人です。4 年前の平成 19 年と比較

すると 14.3％の増加となっています。数、割合とも 4 度（軽度）の増加が顕著です（74 人、

32.2％増）。3 度（中度）と 4 度（軽度）で全体の 68.2％を占めています。 

 

【図表２：愛の手帳所持者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年４月１日現在） 

※身体障害者手帳所持者数は、平成 20 年から新電算システム稼動に伴い、住民基本台帳のデータに

より算出しました。これまでの手帳所持者数は、手作業により集計していたため、重複障害者の二

重計上や転出・死亡等の届出のない者の未削除等があり、実数を上回っていました。 

230 249 265 288 304

208 211 211 214 215

209 210 215 215 220
19 18 19 20 22

0

200

400

600

800

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

4度（軽度） 3度（中度） 2度（重度） 1度（最重度）

（人）

666 688 710 737
761



 8

（３）精神障害者保健福祉手帳交付数 

精神障害者保健福祉手帳所持者は、平成 23 年 4 月 1 日現在、677 人となっています。

精神障害者保健福祉手帳所持者を平成 19 年と比較すると、43.4%増加しています。障害者

自立支援法による自立支援医療（精神通院）の利用者は、平成 20 年４月１日現在 1,286 人

(要確認)で、4 年前の利用者（1,286 人）と比較すると 27.3％(要確認)の増加となっていま

す。 

 

【図表３：精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年４月１日現在） 

（４）障害児の年齢別手帳所持者数 

障害児の年齢別手帳所持者数は、平成 23 年 4 月 1 日現在、下表のとおりとなっています。 

 

【図表４：障害児の年齢別手帳所持者数（平成 23 年４月１日現在）】 
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第２節 地域生活の現状と課題 

（１） 自立に向けた地域生活への支援 

 

○障害者自立支援法に基づくサービスの利用者数 

障害者自立支援法に基づくサービスの利用者数は、事業開始当初より漸増し、平成 19 年

度から 21 年度の 3 年間で 23.2%増加しており、平成 22 年度はさらに増加しています。 

 

【図表５：障害者自立支援法に基づくサービスの利用者数（延人数）の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○障害者自立支援法に基づく給付額 

障害者自立支援法に基づくサービスの給付額についても、事業開始当初より漸増し、平成

19 年度から 21 年度の 3 年間で○○%増加しており、平成 22 年度は○○円になりました。 

 

給付額の推移の表 

 

 

1,418 1,567 1,888

4,435 4,805
5,603
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260

305

1,352
1,303

1,374

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成19年度 平成20年度 平成21年度

訪問系サービス 日中活動、入所系サービス 補装具 その他

（人）

7,441
7,935

9,170

●訪問系サービス：居宅介護、重度訪問介護、行動援護等 

●日中活動、入所系サービス：生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、児童デイサービ

ス、短期入所、療養介護、ケアホーム、グループホーム、施設入所支

援等 

●その他：サービス利用計画、高額障害福祉サービス、特定障害者特別給付費等 

（各年度末現在）
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○都の調査から 

【障害者自立支援法による障害福祉サービスの利用状況】 

東京都の調査によると、過去一年間で自立支援法による障害福祉サービスを利用した割合

は、知的障害者が 40.4%、身体障害者と精神障害者はそれぞれ 13.6%、16.8%であり、サ

ービス利用の傾向は知的障害者に高くなっています。また利用した内容で最も割合が高かっ

たのは、身体障害者では居宅介護、知的障害者と精神障害者は、自立訓練、就労移行支援ま

たは就労継続支援、生活介護となっています。 

 

 

 

【生活に必要な福祉サービス等】 

 東京都の調査によると、身体障害では医療やリハビリテーションの充実が高く、知的障害

では所得補償の割合が高いことに加え、グループホームの充実の割合の増加が 5 年前の調査

より 2.2 ポイント増加しています。精神障害では就労支援サービスの割合が最も高くなって

います。 
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○ ヒヤリング調査における日常生活支援サービスの主な意向と課題 

 

 

 

 

 

【意向】 

・ホームヘルパーへの満足度は高い。買い物や夜間の病気への対応、重度

の知的障害者への支援、精神障害者への支援の充実を求める意見があっ

た。また、費用の負担軽減への要望もみられる。 

・介助者の高齢化や親なき後の自立のためにも居宅介護の要望がある。 

・移動と居宅介護サービスのパッケージによる提供も望んでいる。 

・短期保護については、施設の増加への期待が強い。また、制度利用理由

の拡大や、より柔軟な運用への希望も出された。 

・ショートステイは即時に入所できることが望まれている。 

・本人の生活能力の向上につながるような支援のあり方への要望も見られ

る。 

 

【課題】 

○障害者が自立した社会生活を送ることが可能となる、個別のニーズとラ

イフステージに応じたサービスの質・量の確保。 

○３障害共通して、短期保護・ショートステイの拡充。 

○精神障害に係る支援の拡充。 
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○ 生活の場の確保について 

身体障害者、知的障害者、精神障害者共通して、ケアホーム・グループホーム整備

の要望が高くなっています。また入所施設を含め身体障害、知的障害者の保護者から

は、強い要望があります。 

平成 23 年４月１日現在の施設等入所者数は、下表のとおりとなっています。 

 

【図表６：施設等入所者数（平成 23 年４月１日現在）】 

 都内 都外 合計 

身
体
障
害
者

施設入所支援 7 9 16 

旧法入所療護施設 0 3 3 

計 7 12 19 

知
的
障
害
者 

施設入所支援 35 42 77 

ケアホーム 17 14 31 

グループホーム 9 4 13 

旧法入所更生施設 2 6 8 

旧法入所授産施設 0 6 6 

計 63 72 135 

精
神
障
害
者

グループホーム 17 2 19 

宿泊型自立訓練 1 0 1 

計 18 2 20 

合計 88 86 174 

 

 

 

※旧体系施設（障害者自立支援法による体系以前の施設）については、平成 24 年 3 月 31 日で全て

新体系（施設入所支援、グループホーム、ケアホーム）に移行する予定です。 
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○ ヒヤリング調査における生活の場についての主な意向と課題 

 

 

○情報提供について 

IT の利活用が、生活の質の向上に役立つようになって久しく、情報収集やコミュニケーシ

ョンに不可欠なものとなってきています。その中で、視覚や聴覚など障害特性に応じた情報

提供について、従来からも求められている、手話通訳、文字を読むサービスの充実のほか、

さまざまに開発される IT の利用など多様な意見が出されています。 

 

○ヒヤリング調査における情報提供についての主な意向と課題 

 

 

 

【意向】 

・身体障害者、知的障害者等ケアホーム・グループホームへの要望が高く、

親なきあとの住家として施設整備を強く望んでいる。 

・医療的ケアできるホームへの要望もみられる。 

・地域で一人暮らしをしたいという障害者の希望は多いが、地域で住居を探

す際に、文京区は家賃が高いことと、適当な物件がないとの意見が述べら

れた。 

 

【課題】 

○グループホーム・ケアホームや入所施設の整備による、安心した地域生活

が可能となる生活基盤施設の充実。 

【意向】 

・３障害を通じて必要な情報が十分にいき渡っていないとの意見が出された。区報、

ホームページ、「障害者福祉のてびき」を知らないケースもある。 

・ 特に視覚障害者や聴覚障害者については、情報提供における人的なサポートな

どを充実していくことが要望されている。 

・精神障害者の場合、施設に関わっていない在宅の障害者については、情報が限ら

れており、病院など様々な機関を通じた福祉サービス情報の提供などを検討して

いくべきとの意見が出された。 

・区内で障害者手帳が利用できる施設や機関等の総合的な情報提供も望まれてい

る。 

・重複障害者に対するサービス情報提供の充実が要望された。 

 

【課題】 

○情報提供の充実と障害特性等を踏まえた適切手段による提供 
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（２） 相談支援と権利擁護の充実 

＜相談支援の充実＞ 

○地域自立支援協議会の充実 

障害者の地域における自立した生活を支援していくため、地域自立支援協議会が設

けられ、その下に相談支援、就労支援、権利擁護の 3 つの専門部会を設置し、具体的

な事例や新たな支援の仕組み等地域の課題を検討しています。 

平成２４年度からは、地域自立支援協議会は法定化され、障害者の地域生活を支え

ていく支援のエンジンとなっていきます。 

 

○相談支援事業に対する当事者からの意見 

 高齢者介護におけるケアマネージャーのようなキーパーソンが障害分野では法定されてお

らず、関わるスタッフが多様でそれぞれ専門性を発揮しながら、ネットワークと連携すると

いう特徴があります。また、障害の種類によっても、意見や要望の種類は異なっています。 

 

○ヒヤリング調査における相談支援事業についての主な意向と課題 

 

 

＜権利擁護の充実＞ 

○権利擁護事業の普及啓発 

社会福祉協議会において、権利擁護事業を行っています。成年後見制度の普及啓発、

利用促進を進めます。 

【意向】 

・どこに相談したらいいか分からなかったり、情報が入手しにくかったりした。ま

た、誰に相談すべきか迷ったりする。 

・ワンストップ化について考える必要がある。 

・知的障害者の相談は本人をよく知る人の継続した相談を望む声が強い。 

・精神障害者には夜間相談の要望や保健師への期待も大きい。 

・高齢者の制度のような地域包括支援センターやケアマネージャーがあるとよい。 

 

【課題】 

○ 分かりやすい相談窓口とその充実。 

○ 相談機関の緊急時対応やアウトリーチ（潜在的なニーズに手を差し伸べ、利

用実現を図る取組）等の機能強化 
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○ 都の調査から 

【成年後見制度の利用意向】 

成年後見制度の利用意向については、「わからない」が知的障害者、精神障害者それぞれ

37.3%、32.3%と割合が高い。知的障害者では、本人が回答した利用意向よりも、本人以

外の回答の方の利用意向が高い割合で出ています。 

 

知的障害者 

 

精神障害者 
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○ヒヤリング調査における権利擁護事業についての主な意向と課題 

 

 

 

○障害者虐待防止法について 

障害者虐待防止法の施行を視野に、本人への虐待防止に加えて、養護者への支援に

ついても、施策を進めていく必要があります。 

 

（３）障害者が当たり前に働ける就労支援 

○就労支援センターの働き 

平成 19 年に設置された障害者就労支援センターは、関係機関と連携を図り、新規

の一般就労の開拓をはじめ、総合的な就労支援を推進しています。登録者及び新規就

労者ともに年々増えており、平成 23 年 3 月 31 日現在 214 人になります。特に最

近では精神障害者の新規就労実績が増加しています。 

【図表 ：就労支援センター登録者数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

【意向】 

・成年後見制度についての周知や学習機会の提供が必要との意見がある。 

・親なき後の第３者による成年後見も必要との意見が出された。 

・成年後見制度で対応できない場合の支援の充実の要望があった。 

 

【課題】 

○ 成年後見制度等の周知、普及啓発、将来の安心に備えた地域生活の支援。 

22 41 60
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【図表：新規就労者数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

【図表：相談支援内容（平成 22 年度実績）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○就労に関する地域自立支援協議会等の動き 

就労支援機関の連携については就労支援連絡協議会に加え、平成 21 年度から地域

自立支援協議会に就労支援専門部会を設置しています。この専門部会は、平成 21 年

度は 2 回、平成 22 年度は 4 回開催し、現状の分析・課題に対する改善策の検討等

取り組みを進めています。 
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○ ヒヤリング調査における就労支援についての主な意向と課題 

 

 

 

【意向】 

・就労の体験の場を増やしてほしい。シビックセンターの仕事を増やしてほ

しい。 

・地域の方と直接関われる仕事の場（パン屋、八百屋、レストラン等）がも

っとあってほしい。 

・福祉作業所の工賃を上げてほしい。 

・在宅でできる就労支援を充実してほしい。 

【課題】 

〇 障害者就労支援センター機能の充実と総合的な支援の強化 

〇 就労体験の場や多様な雇用の場の創出 

〇  福祉的就労における作業内容の充実等 
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（４） 子どもの育ちと家庭の安心への支援 

○障害児の数等について 

平成 23 年 4 月現在、障害児の障害者手帳や愛の手帳の所持者は既述のとおり３１

０人と増加傾向である。(P○○を参照) 

障害児への支援も乳幼児から年齢に応じた保健・子育て・教育・福祉等にわたりメ

ニューも徐々に拡充している。 

 

○ヒヤリング調査における障害児についての主な意向と課題 

 

○文京福祉センターの児童デイサービス事業「ひまわり園」 

「ひまわり園」では、機能訓練や集団生活などへの適応能力の向上を図るための社

会適応訓練などを行っています。就学前の幼児が対象で、週２回から４回の利用がで

きます。平成 23 年４月１日現在の登録者数は 39 人です。 

【図表：文京福祉センター児童デイサービス利用者数（延人数）の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【意向】 

・ 子どもの発達支援、早期の療育ができるように。 

・ 総合的な支援やアドバイスをしてくれるコーディネータがいるとよい。 

・ 特別支援学級が近くにあるといい。地域との係りも持ちやすい 

・ 障害のある子どもに対する理解を深める取り組みをしてほしい。 

・ 放課後居場所の対象者の拡大や活動できる場があるとよい。 

【課題】 

○ 障害の早期発見、早期療育及び成長段階に応じた切れ目のない一貫した

支援と関係機関のネットワーク整備。 

○ 障害の「有る無し」にかかわらず共に成長していくことのできる地域社

会の推進。 

○ 子育てと仕事の両立を含む、障害のある子を持つ保護者への支援 
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※平成 18 年 10 月からは、障害者自立支援法上の事業として実施しています。 

※平成 24 年度より、児童福祉法上の事業になります。 
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○療育相談 

療育相談の件数は、平成 22 年度、電話相談が 110 件、新規相談が 104 件とな

っています。新規相談を主訴別で見ると、ことばの障害が過半数を占め、情緒・行動、

運動・発達がこれに続いています。 

 

【図表 10：電話相談及び新規相談件数の推移】 
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●電話相談（随時受付）：電話等のみで終了になるもののほか、面接による相談につないだり、他機

関を紹介することもあります。 

●新規相談（面接による相談・予約受付）：発達全般についてお子さんや保護者の方と一緒に面接し

て相談します。専門相談や指導への橋渡しを行います。
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【図表：面接による新規相談（主訴別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表：面接による新規相談（年齢別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表：面接による新規相談（紹介経由別）】 
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（５）ひとにやさしいまちづくりの推進 

＜福祉のまちづくりについて＞ 

○まち及び心のバリアフリーについて 

文京区では区内の公共的施設、道路、公園等を中心に、福祉環境整備要綱や都福祉

のまちづくり条例に基づいてバリアフリー化を推進しています。 

また、心のバリアフリーとしては、偏見や誤解を受けることなく社会参加ができる

よう、「ふれあいの集い」等による交流を図るとともに、施設行事などを通じて障害

者と一般の区民が触れ合う機会を促進しています。 

 

○ヒヤリング調査における福祉のまちづくりについての主な意向と課題 

 

 

 

○都の調査から 

【社会参加をする上で妨げになっていること】 

平成20年度東京都福祉保健基礎調査「社会参加をする上で妨げになっていること」

であｈ、周りの人の障害者に対する理解不足をあげた方が、知的障害者では 18.5%、

精神障害者では 22.9%と他の項目に比べて高い割合になっています。 

 

 

 

 

 

【意向】 

・文京区は坂が多いので、歩道が広くないと事故に遇ってしまう。 

・自転車が放置され道をふさいでいて、通りにくい。 

・一般の人の障害に対する理解を推進してほしい。 

・日常生活の中で普通に障害者と関わっていけるまちづくりを。 

・社会的に活動する機会がなく、引きこもり気味。障害者が地域で心豊かに

過ごせるような取り組みの充実をお願いしたい。 

 

【課題】 

〇 公共的施設を中心に、歩道、公園等の一層のバリアフリー化。 

〇 偏見や誤解を受けることない社会とするための心のバリアフリー。 

〇 障害者が地域や職場でその人らしく当たり前に生活できる環境整備。 
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知的障害者 

 

精神障害者 
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＜災害時の対応について＞ 

 

○災害時の不安 

東日本大震災後、区民の震災に対する意識が大きく変わり、災害弱者となりかねな

い障害者やその家族は、いっそうの危機感を抱いています。その中で、地域コミュニ

ティーや支え合いの重要性が改めて認識されています。 

 

○ ヒヤリング調査における災害対策についての主な意向と課題 

 

【意向】 

・ 障害者施設等中心とした福祉避難場所の検討をしてほしい。 

・ 災害時要援護者名簿の登録内容、仕組み等を充実してほしい。 

・ 避難所をバリアフリー化し、避難所の設備を整え、ヘルパー派遣等の福

祉サービスが受けられるようにしてほしい。 

・ 区のホームページから防災マップにアクセスするのが困難。 

・ 人工透析等の医療器具や薬の確保が心配である。 

・ 病気等による緊急時の対応については、３年前のインタビュー調査でも

緊急時支援の強化、情報提供の必要性等の意見があり支援が求められてい

る。 

【課題】 

○ 障害者を地域社会で支え合う関係作りや障害者を包摂したコミュニテ

ィ形成と避難誘導する上で必要となる個人情報の把握と関係者の共有。 

○ 震災後の自宅避難者への支援と、避難所避難者双方への障害特性に配慮

した支援。 

○ 災害時に障害者を支援する、医療スタッフ、ヘルパー等の人的支援や福

祉用具等の対応。 

○ 心身の不調等による緊急時の支援体制。 
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第３節 重点課題 

 

ノーマライゼーションの理念に基づき、障害の有無にかかわらず、だれもが人格と

個性を尊重され、豊かな生活を送ることができる地域社会としていくため、次の６項

目を重点課題として取り組んでまいります。 

 

１ 自立に向けた地域生活支援の充実 

障害者が住み慣れた地域で自立した社会生活を送るためには、個別のニーズとライ

フステージに応じたサービスが質・量ともに確保され、障害者が自ら望む生活のあり

方を選択できるよう、サービス基盤を整備する必要があります。 

このためには、グループホーム・ケアホーム、入所施設、ショートステイ等の施設

整備を進めるとともに、障害者が安心して地域生活を継続できるよう、福祉サービス

の拡充を図ってまいります。 

また、障害者の社会参加を促進するため、情報提供内容の充実と障害特性を踏まえ

た適切な提供方法により、情報バリアフリーを推進します。 

 

２ 相談支援と権利擁護の充実 

 障害のある人が自らの生活のあり方を主体的に決定し、地域で自分らしい生活を送

ることができるよう、相談支援の一層の充実を図ります。わかりやすい相談窓口、総

合的な相談支援、並びにアウトリーチ等の相談機能の強化を図ってまいります。また、

地域自立支援協議会において、相談支援体制やネットワークの検討を進め、相談支援

体制等の不断の改善に取り組んでいきます。 

 併せて、成年後見制度の普及啓発や虐待防止体制等、さらに、障害者の人格が尊重

され、自ら主体的に選択・自己決定ができるよう自立支援を推進します。 

 

 

３ 障害者が当たり前に働ける就労支援 

 障害者が地域で自立した生活を送るためには、障害者の意欲と能力に応じて働ける

多様な雇用の場が必要です。雇用情勢の厳しい時期でも、障害者就労支援センターを

中心に、関係機関と連携を図り、総合的な就労支援を推進していきます。また、障害

者が、就労できる場の開拓や新たな仕組みの構築等によって、雇用の機会を拡大し、

障害者が当たり前に働ける社会の実現を目指します。 

 さらに、福祉施設における就労についても工賃への配慮を含め、作業内容の充実を

図り、障害特性や個性に配慮した就労支援を推進してまいります。 
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４ 子どもの育ちと家庭の安心への支援 

 子どもの育ちと家族を支援していく上で、障害の早期発見、早期療育、成長段階に

応じた切れ目のない一貫した支援が重要です。そのためには、福祉・保健・教育・医

療の専門的な対応を含む支援の充実を図ると共に連携強化を推進してまいります。ま

た、子育てに不安を感じる親の悩みに対し、専門家の活用等、一層の支援の充実を図

り、仕事と子育ての両立を含む、障害のある子どもをもつ保護者への支援を図ります。 

 なお、教育センターの建て替えに併せ、幼児・児童・生徒に対する福祉部門と教育

部門の連携強化を図り、障害児への一層の支援に取り組んでまいります。 

 

５ ひとにやさしいまちづくりの推進 

誰もが安全で、快適な生活を送り、積極的に社会参加するためには、ハードとソフ

トが一体となった人にやさしいまちづくりが必要です。ハード面では、区内の公共的

施設を中心に、歩道、公園等について、ユニバーサルデザインの考え方を取り入れた

整備を推進します。ソフト面では、偏見や誤解を受けることない社会とするために、

障害のある人、ない人の出会いと交流の促進を図る等、心のバリアフリーを推進しま

す。また、障害のある人が、その特性に合わせた移動やコミュニケーションにより、

地域社会等に参加することができるよう支援を充実します。 

 

６ 災害対策と緊急事態に対する支援 

東日本大震災後、区民の震災に対する意識が大きく変わり、災害弱者となりかねない

障害者と家族は、危機感を抱いています。その中で、実行性のある支援をしていくた

めには、身近なコミュニティの役割が重要であり、互いに支えあう地域社会の形成が

必要です。災害時には、障害者を的確に支援するため、要援護者情報の充実や人的支

援のネットワークを構築するとともに、震災後の避難については、福祉避難所を整備

する外、自宅避難者への支援と、避難所避難者双方への障害特性に配慮した支援の充

実を図ります。 

また一方、日常における障害特性に基づく心身の不調等による緊急事態に対する支

援体制についても充実してまいります。 
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第３章 障害者計画の基本目標と体系 
 

第１節 障害者計画の基本目標 

 

障害者福祉は、障害者基本法の改正を初め、障害者自立支援法の廃止及び障害者総

合福祉法の制定、さらに障害者権利条約の批准も視野に、大きな転換期にあり、この

ような制度の変更に伴い、地域福祉や障害福祉サービスについても的確な対応が求め

られています。 

障害のある個々人の個性やニーズにあった支援に努め、ライフステージが変わって

も、連続した谷間のない支援を展開する必要があります。障害者は、サービスを自ら

の選択により利用し、その人らしい生活を送ることが重要であり、そのための支援も

不可欠となります。 

また、全ての人が障害や障害者に対する理解を深め、障害者一人ひとりが自身の存

在の価値を実感し、互いに支えあい喜びを分かち合えるインクルーシブな地域社会を

実現していくため、重点課題を中心に必要な施策を展開していきます。 

第２節 体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



就学前 就学後 卒業後/就職期 高齢期

　　　　　　　　　　　　　　　　11 訪問入浴サービス

　　　　　　　　　　　　　　　　12 日中短期入所事業※

　　　　　　　　　　　　　　　　13 補装具の支給

　　　　　　　　　　　　　　　　14 緊急一時介護委託費助成

15 重度脳性まひ者介護

　　　　　　　　　　　　　　　　20　移動支援

　　　　　　　　　　　　　　　　10 日常生活用具給付※

                                　1 居宅介護（ホームヘルプ）※

                                  2 重度訪問介護※

　　　　　　　　　　　　　　　　　7 生活介護※

　　　　　　　　　　　　　　　　　8 施設入所支援※

　　　　　　　　　　　　　　　　　3 行動援護※

　　　　　　　　　　　　　　　　16　短期保護

　　　　　　　　　　　　　　　　18　リフト付き福祉タクシーの運行

　　　　　　　　　　　　　　　　22　同行援護

　　　　　　　　　　　　　　　　17　福祉タクシー

１　自立に向けた地域生活への支援

(1)日常生活支援サービスの充実

　　　　　　　　　　　　　　　　　4 重度障害者等包括支援※

　　　　　　　　　　　　　　　　　6 療養介護※

　　　　　　　　　　　　　　　　19 自動車燃料費助成

　　　　　　　　　　　　　　　　21　福祉有償運送事業への支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　5 短期入所（ショートステイ）※

　　　　　　　　　　　　　　　　９ コミュニケーション支援事業※



6 グループホーム・ケアホームの整備

4 障害者入居支援

2 障害者住み替え家賃助成

9 精神障害者グループホームの拡充

1 福祉施設入所者の地域生活への移行※

2 入院中の精神障害者の地域生活への移行※

1 精神障害者社会復帰促進事業の推進

2 地域活動支援センター※

(4)生活訓練の機会の確保

3 自立訓練（機能訓練・生活訓練）※

1 障害者住宅の運営

7 共同生活介護（ケアホーム）※

8 共同生活援助（グループホーム）※

(3)地域生活への移行

(2)生活の場の確保

5 心身障害者（児）自立生活訓練施設

3 障害者住宅あっせん

10　福祉センターの建替えに伴うサービスの充実

11　（仮称）新福祉センターの建設



                                  3 適切な媒体による情報提供の充実

　　　　　　　　　　　　　　　  　3 精神保健相談・訪問指導

                                  1 福祉サービス情報の提供

(5)保健・医療サービスの充実

　　　　　　　　　　　　　　　　　1 自立支援医療

　　　　　　　　　　　　　　　　　2 障害者・児歯科治療事業

(6)情報提供の充実

                                  5 情報のバリアフリーの推進

                                  1 福祉手当の支給

                                  2 福祉サービス等の理解の促進

                                  4 ホームページでの情報提供の充実

(7)経済的支援

　　　　　　　　　2 児童育成手当の支給

                                  3 利用者負担の軽減



就学前 就学後 卒業後/就職期 高齢期

                                  5 専門職の育成・研修

                                  9 基幹相談支援センタ―の設置

                                  7 安心生活支援事業

                                  4 障害者地域自立生活支援センター

                                   6 障害者虐待防止対策支援事業

(1)相談支援体制の整備と充実

2　相談支援と権利擁護の充実

                                   5 自立生活のための権利擁護システムの構築

                                   1 あんしんサポート文京への支援

                                  2 相談支援事業※

                                  3 身体障害者相談員・知的障害者相談員

                                   3 第三者評価制度の利用促進

                                   4 福祉サービスに対する苦情申し立て・相談対応の充実

                                  8 緊急時支援事業

                                   2 成年後見制度の利用促進

(2)権利擁護・成年後見等の充実

                                  1 相談支援体制の構築

                                  6 地域自立支援協議会の運営



就学前 就学後 卒業後/就職期 高齢期

1 就労支援センター
の充実

2 就労支援ネットワー
クの構築・充実

3 障害者雇用の普
及・啓発

(3)福祉施設等での就労支援

2 地域雇用開拓促進
事業

1 福祉施設から一般
就労への移行※

1 就業先企業への支
援

(2)就労継続への支援

4 福祉施設等での仕
事の確保

(4)就労機会の拡大

1 区の業務における
就労機会の拡大

3 就労継続支援※

2 安定した就業生活
への支援

(1)就労支援体制の確立

4 就労支援者の育成

5  中小企業障害者
体験雇用等助成事業

3　障害者が当たり前に働ける就労支援

2 就労移行支援※



就学前 就学後 卒業後/就職期 高齢期

3 専門的療育訓練

4 個別の教育支援計画の作成

7 児童発達支援事業(児童発達支援セン
ター)

(2)相談支援の充実

6　乳児家庭全戸訪
問事業(こんにちは
赤ちゃん訪問事業)

1 乳幼児健康診査

3 経過観察健康診査

7 子育て支援カウンセラー派遣の充実

4 療育相談の充実

４　子どもの育ちと家庭の安心への支援

5 発達に関する情報の普及啓発

(1)障害の早期発見・早期療育

6  (仮称)教育・発達相談窓口の設置

5 専門家による巡回相談事業

2 発達健康診査

1 多様な支援機関との連携

2 継続支援体制の充実



5 バリアフリーパート
ナー運営

6 個に応じた指導の
充実

１ 保育園障害児保
育

2 幼稚園特別保育

3 就学前相談体制
の充実

5 保育所等訪問支
援

7 放課後の居場所対
策

2 特別支援教育の充
実

3 特別支援子育て事
業

4 児童発達支援事
業※

(3)乳幼児期・就学前の支援

11 放課後全児童向
け事業

10 教育センター建て
替えに伴うサービスの
充実

13 放課後等デイサー
ビス

12 特別支援教育連
携協議会設置

8 交流及び共同学習
支援員配置事業

9 特別支援教室専門
指導員派遣事業

(4)学齢期の支援

4 育成室への障害児
受入

1 総合教育相談の充
実



就学前 就学後 卒業後/就職期 高齢期

(4)地域との交流と文化活動の促進

　　　　　　　　　   2　障害者週間記念事業「ふれあいの集い」【再掲】 5-3-4

                                  3　障害者会館

                                  4　心身障害者・児レクリエーション

                     1　障害者事業を通じた地域交流(ステージエコ・福祉の店)

                                  3　地下鉄駅へエレベーター等の整備

5　ひとにやさしいまちづくりの推進

                                  1 文京区福祉環境整備要綱に基づく指導

                                  1　災害時要援護者の支援

                                  4　総合的自転車対策の推進

                                  6　コミュニティバス運行

            5　障害者事業を通じた地域交流(ステージエコ・福祉の店)【再掲】 5-4-1

                        4　障害者週間記念事業「ふれあいの集い」

            1　障害及び障害者に対する理解の促進(心のバリアフリー)

3　適切な媒体による情報提供の充実【再掲】　1-6-3

                                  4　心身障害者福祉電話事業

2　情報のバリアフリーの推進【再掲】　1-6-5

(3)ノーマライゼーションと合理的配慮の理念の普及

(2)防災・安全対策の充実

(1)安全で快適な生活環境の整備

                                  3　火災安全システムの設置

                                  2　緊急通報システムの設置

                                  5　公園再整備事業

                                  2　道のバリアフリーの推進



(5)地域福祉の担い手への支援

                                 1 ボランティア・市民活動センターへの支援

                                 8 当事者及び家族の交流の支援

                                 2 点訳ボランティア・手話通訳ボランティア等の養成

                                 3 ふれあいいきいきサロン事業への支援

                                 9　地域活動参加支援サイト

                                 4 いきいきサービス事業(住民参加型在宅福祉サービス)の充実

                                 5 ファミリーサポートセンター事業

                                 6 民生委員・児童委員協議会への支援と連携

                                 7 話し合い員との連携
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第４章 計画事業 

第１節 自立に向けた地域生活への支援 
 

 

 

 

 

 

計画の方針 

障害者の誰もが住み慣れた地域で生きがいのある自立した生活を送るためには、

ひとり一人の障害者が、それぞれのニーズ、障害程度、生活環境等に応じた多様

な支援を得られることが重要です。 

 そのために、日常生活を支援するサービスの充実を図るとともに、生活の場

の確保や、生活訓練の機会の確保、保健・医療サービスの充実に努めます。 

 

 就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

自
立
に
向
け
た
地
域
生
活
へ
の
支
援 

    

    

    

    

    

    

    

 

 

１ 日常生活支援サービスの充実 

２ 生活の場の確保 

３ 地域生活への移行 

４ 生活訓練の機会の確保 

５ 保健・医療サービスの充実 

６ 情報提供の充実 

７ 経済的支援 



１－（１） 日常生活支援サービスの充実 

 

 障害者の誰もが住み慣れた地域で自立した社会生活を送るには、個別のニーズとラ

イフステージに応じたサービスが質・量ともに確保されるよう充実を図ります。 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

居宅介護（ホームヘル

プ）＊ 

１－１－１ 

 介護が必要な障害者・児に対して、自宅で食事の介護等の

身体介護、調理・掃除等の家事援助及び通院の介助を行い、

自立した日常生活又は社会生活を営むことができるように

支援する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

◇身体介護 

 利用時間：12,4４7 時間 

 利用者数：延８８０人 

◇家事援助 

 利用時間：9,783 時間 

 利用者数：延９８９人 

◇身体介護 

 利用時間：18,55２時間 

 利用者数：延 1,341 人 

◇家事援助 

 利用時間：14,691 時間 

 利用者数：延 1,470 人 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

身体介護 
 

利用時間数 

（時間） 

計画値 14,006 14,567 15,077 15,217 16,802 18,552
 

実績値 11,285 12,447 13,782  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 869 904 932 1,100 1,214 1,341
 

実績値 815 880 996  

家事援助 

 利用時間数 

（時間） 

計画値 9,248 9,526 9,765 12,051 13,306 14,691

 実績値 8,472.5 9,783 10,914  

 利用者数 

（延人数） 

計画値 859 911 957 1,206 1,331 1,470

 実績値 906 989 1,092  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

重度訪問介護＊ 

１－１－２ 

 重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする障害者に、自

宅で入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援等

を総合的に行い、自立した日常生活又は社会生活を支援す

る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用時間：64,721 時間 

 利用者数：延２４９人 

 

 

 利用時間：91,466 時間 

 利用者数：延 319 人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用時間数 

（時間） 

計画値 63,902 67,737 70,786 75,678 83,199 91,466
 

実績値 58,871 64,721 68,838  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 228 240 252 264 290 319
 

実績値 218 249 240  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

３ 

行動援護＊ 

１－１－３ 

 知的障害や精神障害により行動上著しい困難のある障害

者・児が、行動するときに生じ得る危険を回避するために必

要な援護、外出介護等を行い、自立した日常生活又は社会生

活を支援する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

  

実積なし 

 

 

 利用時間：756 時間 

 利用者数：延 12 人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用時間数 

（時間） 

計画値 756 756 756 756 756 756
 

実績値 3 0 0  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 12 12 12 12 12 12
 

実績値 1 0 0  

 

 

 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

４ 

重度障害者等包括支援

＊ 

１－１－４ 

 常時介護を要し、その介護の必要の程度が高く、意思疎通

を図ることに著しい支障のある障害者・児に対して、居宅介

護その他の支援を包括的に行うことにより、身体能力や日常

生活能力の維持を図る。 

 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 

実積なし  

 

 

 

 利用時間：2,730 時間 

 利用者数：延 12 人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用時間数 

（時間） 

計画値 3,120 3,120 3,120 2,730 2,730 2,730
 

実績値 0 0 0  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 12 12 12 12 12 12
 

実績値 0 0 0  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

５ 

短期入所（ショートステ

イ）＊（子 4－7－1） 

１－１－５ 

 自宅で障害者・児を介護する人が病気の場合等に、短期間、

夜間も含め、施設で入浴、排泄、食事の介護等を行い、在宅

生活の支援と介護者の負担軽減を図る。 

 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用日数：延 1,608 日 

 利用者数：延１５８人 

 

 

 利用日数：延 1,305 日 

 利用者数：延１５３人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用日数 

（延日数） 

計画値 1,680 1,882 2,165 1,275 1,290 1,305
 

実績値 1,297 1,608 1,260  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 139 150 164 139 145 153
 

実績値 125 158 132  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

６ 

療養介護＊ 

１－１－６（1-１-7） 

 医療並びに常時の介護を必要とする障害者に、医療機関で

機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の支援を

行い、身体能力や日常生活能力の維持・向上を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用日数：延７３０日 

 利用者数：延２４人 

 

 

 利用日数：延７３２日 

 利用者数：延２４人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用日数 

（延日数） 

計画値 730 730 730 732 732 732
 

実績値 430 730 732  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 24 24 24 24 24 24
 

実績値 15 24 24  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

７ 

生活介護＊ 

１－１－７（1-1-8） 

 常に介護を必要とする障害者に、昼間、排せつ、食事の介

護等を行うとともに、創作活動の提供等の支援を行い、日常

生活能力の維持・向上を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用者数：１１３人 

 

 

 利用者数：２３８人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用者数 

（人数） 

計画値 81 110 166 209 213 238
 

実績値 81 113 145  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

８ 

施設入所支援＊ 

１－１－８（1-1-9） 

 施設に入所する障害者に、主として夜間等における入浴、

排せつ、食事の介護等を行い、日常生活支援を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用者数：６２人 

 

 

 利用者数：１４０人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用者数 

（人数） 

計画値 43 75 109 128 134 140
 

実績値 32 62 94  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

９ 

コミュニケーション支

援事業＊ 

１－１－９（1-1-10） 

 聴覚等の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある

障害者・児に、手話通訳者・要約筆記者の派遣を行い、社

会参加の促進を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 派遣回数：延 52４回 

 

 

 派遣回数：延５８５回 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

派遣回数

（延回数） 

計画値 528 550 567 573 579 585
 

実績値 541 52４ 567  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

10 

日常生活用具給付＊ 

１－１－１０ 

（1-1-11） 

 重度の障害者・児に日常生活用具の給付及び住宅設備改

善費用の助成を行うことにより、日常生活の便宜を図る。 

 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 実施件数：1,700 件 

 利用者数：延 389 人 

 

 22 年度から利用者負担軽減

措置で非課税者の利用者負担

を無料とした。 

 

 実施件数：2,133 件 

 利用者数：延 474 人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

実施件数

（件） 

計画値 1,689 1,782 1,853 1,942 2,035 2,133
 

実績値 1,606 1,700 1,740  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 366 384 399 432 452 474
 

実績値 344 389 403  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

11 

訪問入浴サービス 

１－１－１１ 

（1-１-1２） 

 入浴が困難な在宅で重度の身体障害者・児に、訪問によ

る入浴の介護を行い、身体の清潔の保持や心身機能の維持

等を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用回数：延５１３回 

 利用者数：９人 

 

利用回数は利用者のニーズ

を踏まえ実施している。 

 

 利用回数：延６２４回 

 利用者数：  １０人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用回数 

（延回数） 

計画値 1,040 1,040 1,040 624 624 624
 

実績値 494 513 624  
 

利用者数 

（人数） 

計画値 10 10 10 10 10 10
 

実績値 ７ ９ 10  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

12 

日中短期入所事業＊ 

１－１－１２ 

（1-１-13） 

 自宅で障害者・児を介護する人が病気の場合等に、短期

入所施設で、宿泊を伴わずに、日中、入浴、排せつ、食事

の介護等を行い、在宅生活の支援と介護者の負担軽減を図

る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用回数： 46 回 

 利用者数：延 14 人 

 

 区独自事業としてより利用

しやすい短期保護サービスを

実施していることや、本サービ

スの利用可能な事業所が限ら

れていること等により、想定を

下回る利用状況になっている

と思われる。 

 

 

 利用回数： 10８回 

 利用者数：延 38 人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用回数 

（回） 

計画値 90 100 108 73 88 108
 

実績値 38 46 60  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 33 34 36 28 33 38
 

実績値 12 14 24  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

13 

補装具の支給 

１－１－１３ 

（1-１-14） 

 障害者・児に対し身体機能を補完又は代替し、長期間に

わたり継続して使用される舗装具を支給又は修理すること

により、自立した日常生活の促進を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 交付：１５７件 

 修理：１１４件 

 

 交付、修理とも計画件数を若

干下回った。利用の多いものと

しては補聴器、義肢・装具があ

る。 

 

 交付：215 件 

 修理：127 件 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

交付件数 

（件） 

計画値 211 211 211 215 215 215
 

実績値 198 157 195  
 

修理件数 

（件） 

計画値 126 126 126 127 127 127
 

実績値 107 114 105  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

14 

緊急一次介護委託費助

成（子 4－7－3） 

１－１－１４ 

（1-１-15） 

 障害者・児を日常的に介護している家族が、冠婚葬祭等

の理由により一時的に介護を行うことが困難となった場合

に、家族等での介護委託に要した費用を助成し、在宅生活

の支援を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用者数：２２人 

 

 

 利用者数：２５人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用者数

（人） 

計画値 25 25 25 25 25 25
 

実績値 19 22 25  

 



項目 目標（本計画期間内） 

15 

重度脳性まひ者介護 

１－１－１５ 

（1-1-16） 

 脳性まひ等で身体障害者手帳 1 級を所持し、単独で屋外

活動をすることが困難な障害者に、介護人を派遣し、在宅

生活の支援を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用世帯数：１３世帯 

 利用回数：延 1,872 回 

 

 

 利用世帯数：１５世帯 

 利用回数：延 2,160 回 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用世帯数 

（世帯） 

計画値 15 15 15 15 15 15
 

実績値 14 13 14  
 

利用回数 

（延回数） 

計画値 2,160 2,160 2,160 2,160 2,160 2,160
 

実績値 1,906 1,872 2,016  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

16 

短期保護 

１－１－１６ 

（1-1-17） 

 

 心身障害者・児の介護にあたっている家族が、疾病・事

故・冠婚葬祭・出産・休養・学校行事等の理由で介護を行

うことが困難な場合に、家族に代わり時間単位で保護を行

い、介護等の負担軽減を行う。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用時間数：14,490 時間 

 利用者数：延７８９人 

 

 文京藤の木荘、動坂福祉会館

の２か所で実施している。どち

らも利用時間、利用者数ともに

増加している。 

 

 利用時間 18,114 時間 

 利用者数：延 1,003 人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用時間数 

（時間） 

計画値 12,509 13,510 14,591 16,431 17,252 18,114
 

実績値 13,082 14,490 15,649  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 569 598 628 911 956 1,003
 

実績値 667 789 868  

 



 

項目 事業内容 

17 

福祉タクシー 

１－１－１７ 

（４－２－１） 

 外出困難な心身障害者・児の積極的な社会参加に寄与す

るため、福祉タクシー利用券を交付する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

利用者数：２，０５９人  

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 

項目 事業内容 

18 

リフト付きタクシーの

運行 

１－１－１８ 

（４－２－２） 

 一般の交通手段を利用することが困難な身体障害者等の

移動手段として、リフト付きタクシーを運行する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

利用者数：１，４２２人  

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 

項目 事業内容 

19 

自動車燃料費助成 

１－１－１９ 

 外出困難な心身障害者・児の積極的な社会参加に寄与す

るため、心身障害者・児が使用する自動車燃料費の一部を

助成する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

利用者数：８５人  

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

20 

移動支援＊  

１－１－２０ 

（４－２－３） 

 屋外での移動が困難な障害者・児に対して、社会参加の

ためのガイドヘルパー派遣による外出のための支援を行

い、自立生活及び社会参加の促進を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用時間：46,464 時間 

 利用者数：延 2,145 人 

 

 利用時間、利用延人数とも増

加している。また、サービス提

供事業者も増加傾向にあり、利

用者の選択肢が広がっている。

 

 

 利用時間：56,796 時間 

 利用者数：延 2,606 人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用時間数 

（時間） 

計画値 38,009 40,670 43,111 46,939 51,633 56,796
 

実績値 38,573 46,464 42672  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 1,604 1,749 1,872 2,153 2,369 2,606
 

実績値 1,612 2,145 1,957  

 



 

項目 事業内容 

21 

 

福祉有償運送事業への

支援 

１－１－２１ 

（４－２－４） 

（地１－3－8） 

 

 移動困難な方への外出支援を促進するため、特定非営利

活動法人等が道路運送法に基づき実施する福祉有償運送事

業の運営費の一部を助成する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 文京区には福祉有償運送

事業を行う事業者がいない

ため、実績なし。 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

高齢福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

22 

同行援護＊ 

１－１－２２ 

 視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者等に

つき、外出時において、当該障害者等に同行し、移動に必

要な情報を提供するとともに、移動の援護その他の便宜を

図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

     実積なし 

 

利用時間：19,329 時間 

利用者数：延 886 人 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用時間数 

（時間） 

計画値 ‐ ‐ 8,880 18,283 18,806 19,329
 

実績値 ‐ ‐  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 ‐ ‐ 407 838 862 886
 

実績値 ‐‐ ‐  

 



１－（２） 生活の場の確保 

 

 障害者が地域で自立して暮らしていくためには、グループホーム・ケアホーム、入

所施設の整備を推進し、安心した地域生活が可能となる生活基盤施設の充実を図りま

す。 

項目 事業内容 

１ 

障害者住宅の運営 

１－２－１ 

 障害者に配慮した設備を備えた住宅を運営し、提供するこ

とにより、障害者世帯の居住の支援と安定を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

入居者数 6 世帯 入居者数 6 世帯 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

住宅課 ○ ○ ○ ○ 

 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

障害者住み替え家賃助

成 

１－２－２ 

（子 4—7－11） 

 取り壊し等による立ち退き要求又は住環境を改善するた

め、区内の民間賃貸住宅に住み替えをする場合に、従前家賃

との差額等を助成することにより、障害者世帯の居住の支援

と安定を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 新規件数：４件 

 継続件数：１件 

 

 20 年度より住環境を改善す

るための転居を対象要件に加え

て実施している。 

 

 新規件数：5 件 

 継続件数：3 件 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

住宅課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

新規件数 

（件） 

計画値 5 5 5 5 5 5
 

実績値 1 4 4  
 

継続件数 

（件） 

計画値 3 3 3 3 3 3
 

実績値 1 1 4  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

３ 

障害者住宅あっせん 

１－２－３ 

（子 4－8－3） 

 

 住宅に困窮する障害者世帯に、宅地建物取引業協会文京区

支部の協力を得て民間賃貸住宅のあっせんを行うことによ

り、障害者世帯の居住の支援と安定を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

◇住宅あっせん 

 申請件数：６件 

 成約件数：０件 

◇住み替え相談会 

開催回数：６回 

 

障害者の希望条件に合致する

物件は多くはないが、周知等に

努め事業を実施していく。 

 

◇住宅あっせん 

 申請件数：８件 

 成約件数：２件 

◇住み替え相談会 

開催回数：４回 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

住宅課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

申請件数 

（件） 

計画値 8 8 8 8 8 8
 

実績値 2 6 4  
 

成約件数 

（件） 

計画値 2 2 2 2 2 2
 

実績値 1 0 2  

相談開催 

（回数） 

計画値 6 6 6 4 4 4
 

実績値 6 6 6  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

４ 

障害者入居支援 

１—２－４ 

 連帯保証人が確保できない等で住み替えの困難な方に対

し、民間保証会社や国、都の保証サービス等を提供するとと

もに、利用した費用の一部を助成することにより、入居時の

不安解消や住み替えの円滑化を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 住み替えサポート：０件 

 家賃債務保証制度：０件 

あんしん居住制度：０件 

 

 引き続き、サービスの周知等

に努め事業を実施していく。 

 

 住み替えサポート：４件 

 家賃債務保証制度：２件 

あんしん居住制度：２件 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

住宅課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

住み替え

サポート 

（件数） 

計画値 3 3 3 4 4 4
 

実績値 0 0 3  

 
家賃債務

保証制度 

（件数） 

計画値 1 1 1 2 2 2
 

実績値 0 0 1  

あんしん居

住制度 

（件数） 

計画値 1 1 1 2 2 2
 

実績値 0 0 1  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

５ 

心身障害者自立生活訓

練施設 

１－２－５ 

 心身障害者・児を保護し、過程に準ずる生活をしながら、

地域社会の中で自立した生活ができるよう、日常生活の訓練

や指導を行い、自立生活の支援を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

  

文京藤の木荘、動坂福祉会館

の 2 か所で実施している。 

22 年度は、動坂福祉会館で実

人数 2 人、延 19 か月の実績が

あった。 

 

 引き続き、文京藤の木荘、動

坂福祉会館の 2 か所で実施して

いく。 

定員 藤の木荘   ２人 

動坂福祉会館 ４人 

新福祉センターの短期入所、動

坂福祉会館の施設整備ともあわ

せて今後の検討が必要である。

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課  ○ ○ ○ 

 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

６ 

グループホーム・ケアホ

ームの整備 新 

（１－２－６） 

 障害者が地域の中で、共同して自立生活を送れるよう、

建設費の補助や誘致などにより、民間事業者による区内で

の整備を促進する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 区内 3 棟 

定員 18 人 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○ ○ 

サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

整備数 

（ 棟 ） 

計画値  １ １ １
 

実績値   
 

定員数 

（ 人 ） 

計画値  ６ ６ ６
 

実績値   

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

７ 

共同生活介護（ケアホー

ム）＊ 

１－２－７ 

 障害者が共同生活を行う住居において、食事や入浴等の介

護や日常生活上の援助を行い、地域における自立した日常生

活を支援する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

  利用者数：31 人 

 

 

 利用者数：４７人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量（累計） 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用者数 

（人数） 

計画値 27 29 32 40 41 47
 

実績値 29 31 39  

 

 

 

項目 目標（本計画期間内） 

８ 

共同生活援助（グループ

ホーム）＊ 

１－２－８ 

 障害者が共同生活を行う住居において、日常生活上の支援

を行い、地域における自立した日常生活を支援する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

  利用者数：３５人 

 

 

 利用者数：４９人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量（累計） 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用者数 

（人数） 

計画値 25 26 29 39 41 49
 

実績値 35 35 35  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

９ 

精神障害者グループホ

ームの拡充 新 

１－２－９ 

社会福祉法人等が民間アパート等を借り上げて、精神障

害者グループホームを開所する際に、借上費用など初期費

用の助成を行う。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

  

 

 

開所数：３か所 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

予防対策課   ○ ○ 

サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

開所数 

（棟） 

計画値  １ １ １ １
 

実績値   
 

利用者数 

（人） 

計画値  ６ ６ ６ ６
 

実績値   

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

10 

福祉センターの建替え

に伴うサービスの充実 

１－２－１０ 

 福祉センターの建替えに伴い、施設入所や在宅障害者の

家族の休養等を図る短期入所施設新設を始め、障害者相談

支援事業、生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就

労継続支援、障害のある中高生の放課後デイサービス事業

（放課後の居場所対策）等についても充実を図ります。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

短期入所施設（ショートステ

イ）は、入所施設と合わせ、福

祉センターの建て替えの中で

整備することとしている。22

年度は、「福祉センター等建物

基本プラン」を策定し、建設基

本設計・実施設計者及び障害者

支援施設等の設置運営社会福

祉法人の選定を行った。 

 

主な整備内容（平成 27 年度）

○入所施設（４０床） 

〇障害者相談支援事業[新] 

〇短期入所施設（１０床）[新]

〇生活介護（４０名） 

〇自立訓練（２０名） 

〇地域活動支援センター 

 （１０名） 

〇放課後の居場所対策（２０

名） 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

特命担当課長 ○ ○ ○ ○ 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

11 

（仮称）新福祉センター

の建設 

１－２－１１ 

 平成２３年度に基本設計・実施設計を策定し、平成２４

年度から平成２６年度にかけて、建設工事を行います。 

 竣工は、平成２７年１月を予定しており、平成２７年４

月からの開設を目指します。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

短期入所施設（ショートステ

イ）は、入所施設と合わせ、福

祉センターの建て替えの中で

整備することとしている。22

年度は、「福祉センター等建物

基本プラン」を策定し、建設基

本設計・実施設計者及び障害者

支援施設等の設置運営社会福

祉法人の選定を行った。 

 

平成２４年度 建設工事着手 

平成２６年度 竣工（予定） 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

特命担当課長     

 



１－（３） 地域生活への移行 

 

 障害者が地域で自ら選んだ地域で安心して暮らしていけるよう、夜間や休日も含め

た緊急時の対応や相談等を行い、障害者の地域生活への移行や定着を支援します。 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

福祉施設入所者の地域

生活への移行※ 

（１－３－１） 

 福祉施設入所の障害者が、自ら選択した地域で自立した日

常生活又は社会生活を営めるようにするため、障がい福祉サ

ービス等の支援を行い、地域生活移行を進める。 

実績（平成 21～22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 移行者数：６人 

 

 

 移行者数：９人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量（累計でなく各年）   

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

移行者数 

（人数） 

計画値 12 12 12 3 3 3
 

実績値 3 3 ４  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

入院中の精神障害者の

地域生活への移行 

１－３－２ 

 受け入れ条件が整えば退院可能な入院中の精神障害者が

地域で自立した生活を送ることを可能にするため、住居及び

通所訓練施設等の確保や相談体制の充実を含めた保健・医

療・福祉サービスを実施し、地域生活への移行を支援する。

また、都や各関係機関との連携を強化し精神障害者の福祉の

向上を図る。 

実績（平成 21～22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

医療機関と連携をとり、保

健師及び地域活動支援セン

ターが退院後の支援を行っ

て来た。 

 

２３年度より開始した新規

事業のグループホーム開設

助成事業及び地域生活安定

化事業によりグループホー

ム・安定化事業実施施設を新

設し、退院後の環境整備を行

う。それと共に、保健所と地

域活動支援センターで実施

している相談支援体制を強

化し、精神障害者の日常生活

を支援する。 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

予防対策課   ○ ○ 

 



１－（４） 生活訓練の機会の確保 

 

 障害者が地域で自ら選んだ地域で安心して暮らしていけるよう、障害者一人ひとり

の障害等に応じ、生活能力や身体能力の向上のために必要な生活訓練を行います。 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

精神障害者社会復帰促

進事業の推進 

１－４－１ 

（１－４－２） 

 医療機関や区内精神障害者自立支援施設他との連携を強

化し、事業を幅広く周知し新規利用者を増やし、また訓練プ

ログラムを充実させ、精神障害者の社会復帰を促進してい

く。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 実施回数：１３５回 

 参加人数：延 1,325 人 

 

精神障害回復途上者デイケア

事業において、利用者個別の目

標設定と評価を行うとともに、

生活技能訓練などのプログラム

を実施し、精神障害者の社会復

帰支援を強化している。 

 実施回数：４０５回 

 参加人数：延 4,800 人 

 

個々の利用者の目標設定と評価

を行いながら、生活技能訓練等

を実施し、精神障害者の社会復

帰支援を更に推進していく。ま

た新規利用者を増やすため周知

活動を展開していく。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

保健サービスセンター   ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

実施回数 

（回） 

計画値 135 135 135 135 135 135
 

実績値 135 135 135  
 

参加人数 

（人） 

計画値 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600
 

実績値 1,552 1,325  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

地域活動支援センター

※ 

１－４－２ 

（１－４－３） 

 障害特性等に応じて、創作的活動の提供等を行うことによ

り、障害者の地域生活支援を図る。 

 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

  設置数： ４ 箇所 

 

 動坂福祉会館・文京福祉セン

ター・あせび会支援センターに

加え、エナジーハウスにおいて、

障害特性等に応じた創作的活動

の提供等を行うことにより、障

害者等の地域活動支援を図って

いる。 

 

 

  設置数： 5 箇所 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 

福祉センター 

予防対策課 

  ○ ○ 

■計画期間内サービス目標（累計） 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

設置数 

（箇所） 

計画値 ４ ４ ５ ５ ５ ５
 

実績値 ４ ４ ５  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

３ 

自立訓練（機能訓練・生

活訓練）※ 

１－４－３ 

（１－４－４） 

 文京福祉センター等を活用して一定期間、身体機能又は生

活能力の維持・向上のために必要な訓練を行い、自立した日

常生活又は社会生活ができるよう支援する。 

 また、福祉センター建て替えに併せ、機能訓練・生活訓練

を共に実施し、支援の充実を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用者数： 23 人 

 

 

 利用者数： 2８人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○ ○ 

■計画期間内サービス目標 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用者数 

（人） 

計画値 18 24 37 23 25 28
 

実績値 22 23 21  

 



１－（５） 保健・医療サービスの充実 

 

 障害者が地域で健康に暮らしていけるよう、精神面における医療に関する手続きや

病院対応等、必要な保健・医療サービスの充実を図ります。 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

 

 

 

自立支援医療 

１－５－１ 

 

障害福祉課 

健康推進課 

予防対策課 

 心身の障害の状態の軽減を図り、必要な医療についての支

援を行い、障害者・児の自立した日常生活又は社会生活を推

進する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

更生医療：申請・更新１２４件

育成医療：申請 11 件 

     認定１０件 

精神通院：申請・更新 1,712 件

 

心身の障害を除去・軽減する

ための医療について、自己負担

額を軽減する公費負担医療制度

を実施している。 

数値目標設定になじまない。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

更生医療 
 

（申請・更

新件数） 

計画値  １４２ １５４ １６６ １７６
 

実績値 ９８ １２４  

育成医療 
 

（給付件数） 
計画値  60  

 
実績値 52 46  

 

（認定件数） 
計画値   

 
実績値 14 10  

精神通院 
 

（申請件数） 
計画値  2,016  

 
実績値 1,728 1,712  

 



 

項目 事業内容 

２ 

障害者・児歯科診療事業 

１－５－２ 

 障害者・児を対象に、歯科治療のほか、各種相談、歯磨き

指導、食生活指導、必要な予防措置、定期歯科健康診査等を

行うとともに、高次医療機関や地域のかかりつけ医へ繋げ

る。（保健サービスセンター内歯科室で土曜日午後実施） 

実績（平成 21～22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

利用者数 

２１年度  延１９０人 

２２年度  延２２７人 

 

利用者数  延３００人 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

健康推進課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 200 250 250 300 300 300
 

実績値 190 227  
 

 

（   ） 

計画値   
 

実績値   

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

３ 

精神保健相談・訪問指導 

１－５－３ 

（保 2－3－1） 

 

 精神科医・保健師による相談、訪問を行い、地域の精神障

害者、家族、区民に対し、予防から社会復帰まで総合的に支

援する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

◇精神保健相談 

 実施回数：４８回 

 延人数：延１００人 

◇訪問指導 

 実人数：1,1９３人 

 延人数：3,８５５人 

◇精神保健相談 

 実施回数：４８回 

 延人数：延１００人 

◇訪問指導 

 実人数：1,０００人 

 延人数：４,０００人 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

保健サービスセンター   ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

精神保健相談 
 

実施回数 

（回） 

計画値 48 48 48 48 48 48
 

実績値 48 48 48  
 

延人数 

（人） 

計画値 100 100 100 100 100 100
 

実績値 102 100 100  

訪問指導 
 

実人数 

（人） 

計画値 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
 

実績値 1,081 1,193 1,000  
 

延人数 

（人） 

計画値 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000
 

実績値 4,175 3,855 4,000  

 



１－（６） 情報提供の充実 

 

 地域生活を送る上で必要な情報を得ることができるように、情報提供の充実と障害

特性等を踏まえた適切な提供方法を図り、情報バリアフリーを推進します。 

 

項目 事業内容 

１ 

福祉サービス情報の提

供 

（１－６－１） 

 障害者や家族等が、福祉サービスを利用する際に必要とす

る情報と提供方法の充実を図る。 

実績（平成 21～22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

障害者福祉のてびき発行 

ホームページのリニューア

ル 

区報での周知 

障害者福祉のてびき発行 

区報での周知 

説明会の開催 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

障害福祉サービス等の

理解の促進 

（１－６－２） 

 障害者制度が目まぐるしく変わる中、障害者や家族等が必

要とする障害福祉サービス等について、迅速・的確に情報を

得ることができるよう、講座や勉強会等を実施すると共に、

自発的な取り組みへの支援を行う。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 障害福祉サービスに関する研

修会や勉強会等への支援を実施

してきた。制度改正等の国の動

きや区における福祉センター建

て替え等の取り組みについて

も、一層の周知に努めてきた。

 

○障害福祉制度やサービスに関

する研修会等を実施すると共

に、勉強会等への支援を行う。

○障害者団体等と協力し、制度

改正など一層の周知と理解促

進に努める。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○ ○ 

 



 

項目 事業内容 

３ 

適切な媒体による情報

提供の充実（１－６－

３） 

 障害の種別に合わせた、適切な媒体による情報提供の推進

を行う。（音声コード・デイジー化・点字化等） 

実績（平成 21～22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

福祉のてびき（点字・テー

プ・デイジー） 

わたしの便利帳（デイジー）

新技術の開発と有効性を考

慮し、柔軟に推進していく。

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○ ○ 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

４ 

ホームページでの情報

提供の充実 

（１－６－４） 

 ホームページの情報に関する量・質の充実に努めるととも

に、誰もが使いやすく情報が探しやすくできるよう整備を進

める。 

 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 制度改革等の迅速で適確な反

映を行うなど、ホームページの

適切な運用と情報の拡充を図っ

ている。22 年 4 月からは、心

身障害者福祉のてびきをホーム

ページにアップした。 

 提供する情報の量の充実に加

えて、アクセシビリティーの向

上に努め、誰にでも使いやすい

ホームページ作りを行い、情報

のバリアフリーを推進する。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○ ○ 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

５ 

情報のバリアフリーの

推進  

１－６－５ 

（４－３－４） 

 ICT（情報通信技術）の進展に対応し、障害者を含めた誰

もが ICT を利活用し、その恩恵を享受できるよう、情報バリ

アフリー関連施策を積極的に推進する。 

実績（平成 21～22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 社会福祉協議会において、

パソコン教室を開催してい

る。21 年度及び 22 年度は

パソコン教室を開催し、それ

ぞれ 26 人、29 人が参加し

た。 

 

○ 障害者パソコンボランテ

ィア養成講座の実施 

○ パソコン教室 

○ 携帯電話教室 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 

社会福祉協議会 
  ○ ○ 

 



１－（７） 経済的支援 

 

 利用者負担を軽減するとともに、手当の充実や財源の確保を国や都に要望していき

ます。 

項目 事業内容 

１ 

福祉手当の支給 

１－７－１ 

（１－１０－１） 

 心身障害者等福祉手当（区制度）、重度心身障害者手当（都

制度）、特別障害者手当（国制度）、障害児福祉手当（国制度）

等の福祉手当を支給する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

区 制 度 受 給 者 数 （ 延 ）：

27,815 人 

 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 

項目 事業内容 

２ 

児童育成手当の支給 

１－７－２ 

（１－１０－２） 

（子４－６－８） 

 障害のある子どもを養育している家庭に対し、児童育成手

当を支給する。 

実績（平成 21～22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

障害児童（延人数） 

・ 平成 21 年度 ７７２人

・ 平成 22 年度 ８３１人

支給金額 

・ 平成 21 年度 

 11,966,000 円 

・ 平成 22 年度 

  12,880,500 円 

条例の支給対象者に支給する 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

子育て支援課 ○ ○   

 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

３ 

利用者負担の軽減 

１－７－３ 

（１－１０－３） 

これまで障害福祉サービス等の利用者負担については、

様々な軽減策を実施し、22 年 4 月から非課税世帯の負担は

無料とした。 

平成２８年 8 月から障害者自立支援法に代わる障害者総

合福祉法が施行され、利用者負担の仕組みも見直される予定

である。この法改正を踏まえ区としても適切に対応してい

く。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 障害福祉サービスに係る利用

者の負担軽減措置の適用につい

て、22 年 4 月から非課税者に

ついては、利用者負担が無料と

なった。併せて、区が行う地域

生活支援事業についても、非課

税者については利用者負担を無

料とした。 

 また、福祉センター児童デイ

サービスや移動支援（36 時間

まで）サービス等の利用者負担

等について、昨年度に引き続き

無料とした。 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 
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第２節 相談支援と権利擁護の充実 
 

 

 

 

 

 

計画の方針 

 障害者やその家族からが気軽に相談できる分かりやすい相談窓口の整備が必

要です。また、相談内容に応じ専門的、総合的、継続的な対応を行う多様な支

援が求められています。地域自立支援協議会において、相談支援体制やネット

ワーク等の検討を進め、相談支援の充実を図ります。 

 併せて、障害者の人権が尊重され、犯罪やトラブルに巻き込まれることなく

地域で安心して生活していくことができるよう、成年後見制度の普及啓発や虐

待防止体制等、権利擁護の推進を図ります。 

 

 

 就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

 
相
談
支
援
と
権
利
擁
護
の
充
実 

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

１ 相談支援体制の整備と充実 

２ 権利擁護・成年後見等の充実 



２－（１） 相談支援体制の整備と充実 

 

 

 障害者が住み慣れた地域で自立した生活を支援していくため、相談機関の緊急時対

応やアウトリーチ等の相談機能を強化し、相談支援体制の充実とネットワーク等の仕

組みを検討します。 

 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

相談支援体制の構築 

２－１－１ 

（１－６－１） 

 障害者・児やその家族等が抱える多様なニーズや困りごと

に対する相談に応じ、専門的かつ総合的な相談支援が実施で

きる体制を構築する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 総合的な支援体制について、

地域自立支援協議会では、課題

を整理しながら望ましい相談支

援体制や相談支援に係るネット

ワークについて、継続的に検討

するとともに、福祉センターの

建て替えの中でも、総合的な相

談機能について検討を続けてい

る。 

 総合的な支援体制について、地

域自立支援協議会において引き

続き検討を進める。 

 平成 24 年の法改正や 27 年の

福祉センターにおける相談支援

事業所を視野に、区の相談支援

体制について総合的に検討し整

備を図る。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

相談支援事業※ 

２－１－２ 

（１－６－２） 

 障害者・児やその家族からの相談に応じて、必要な情報の

提供や障害福祉サービスの利用支援を行うとともに、障害

者・児の権利擁護のために必要な援助を行い、自立生活の促

進を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 実施箇所数： ７箇所 

 

地域生活支援事業における相

談支援事業は、身体及び知的障

害については障害福祉課、精神

障害については保健サービスセ

ンター（本郷支所を含む）、あせ

び会支援センター、エナジーハ

ウスにおいて相談支援、情報の

提供や助言等を行っている。 

指定相談支援事業としては、

文京槐の会、あせび会支援セン

ター、トチギ介護サービスが実

施している。 

 実施箇所数： １２箇所 

 

 平成 24 年 4 月の自立支援法

改正により、サービス利用計画

策定が原則化される見込み。そ

のため、支援の中核を担う相談

支援事業所の強化・拡充を図る。

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■計画期間内サービス目標（累計） 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

実施箇所数 

（箇所） 

計画値 4 5 5 7 9 12
 

実績値 5 7 7  
 

サービス利用計

画作成数（人） 

計画値 ‐ ‐ ‐ 150 150 150
 

実績値 0 1 4  

 

 

 

 



 

項目 事業内容 

３ 

身体障害者相談員・知的

障害者相談員 

２－１－３ 

（１－６－３） 

 区長が委嘱した民間の協力者で、身体障害者や知的障害者

の相談に応じ、必要な援助・助言・指導を行う。 

実績（平成 21～22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

身体障害者相談員 6 人 

知的障害者相談員 4 人 

 

身体障害者相談員 6 人 

知的障害者相談員 4 人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 

項目 事業内容 

４ 

障害者地域自立生活支

援センター 

２－１－４ 

（１－６－４） 

 障害者が地域で自立した生活ができるよう、ピアカウンセ

リング、各種講座、講演会、福祉情報の提供等を行う。 

なお、新福祉センター建て替え時には、本事業を取り込み

さらに事業の拡充を図る。 

実績（22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

ピアカウンセリング 39 件 

各種講座 28 回 

講演会    0 回 

※東日本大震災により中止 

情報提供  70 回 

ピアカウンセリング 計画値なし 

各種講座 29 回 

講演会    1 回 

情報提供  計画値なし 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

福祉センター ○ ○ ○ ○ 

 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

５ 

専門職の育成・研修 

（２－１－５） 

 職員が、多様で複雑な相談に対応できるよう、専門性の高

い研修への参加や、大学や専門機関等と連携などにより、障

害福祉に係る広範なスキルアップや職員の資質の向上、及び

育成を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 特別区職員研修所の専門研修

をはじめとした外部研修に積極

イ的に参加するなど、職務に必

要な知識やスキルの習得に努め

た。また、地域自立支援協議会

の相談支援専門部会で定例会議

を開催し、この中で職員のスキ

ルアップやネットワーク作りに

努めた。 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

６ 

地域自立支援協議会の

運営  

２－１－６ 

（１－６－６） 

地域自立支援協議会は地域の障害福祉システムの検討を行う。

援協議会の下に、相談支援専門部会、就労支援専門部会、権利擁

護専門部会を設置し、支援体制等協議を重ねている。平成 24 年

度からは法内化され、障害者計画への関与など、一層の機能強化

を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

地域自立支援協議会：2 回開催

 

相談支援専門部会：2 回開催 

就労支援専門部会：4 回開催 

権利擁護専門部会：2 回開催 

 

相談支援・権利擁護・就労支援

の各専門部会は、それぞれ時宜

を得た課題に対し、解決の方向

性を迅速に示し等、地域の障害

福祉の向上に努める。 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

協議会 

（回数） 

計画値 2 2 2 ２ ２ ２
 

実績値 2 ２ 2  
 

部会 

（回数） 

計画値 １２ １２ １２ １２ １２ １２
 

実績値 ９ ８  

 



項目 目標（本計画期間内） 

７ 

安心生活支援事業 

＊障害者自立支援法改

正による新規事業 

２－１－７ 

障害者が地域で安心して暮らしていくことができるよう、

地域生活への移行や定着を目的とした地域移行推進重点プ

ランを作成し、24 時間相談体制の整備や既存事業の組み合

わせにより、一体的な支援を進める。 

[法改正により今後の取り組みを記載する] 

実績（平成 21～22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

新規事業 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○ ○ 

 

 

項目 目標（本計画期間内） 

８ 

緊急時支援事業 

＊障害者自立支援法改

正による新規事業 

２－１－８ 

 障害者が地域で安心して暮らすため、24 時間相談体制を

整備する。 

[法改正により今後の取り組みを記載する] 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

新規事業  

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 

項目 目標（本計画期間内） 

９ 

基幹相談支援センタ—

の設置 

＊障害者自立支援法改

正による新規事業 

２－１－９ 

 

 法改正に基づき地域における障害者の相談支援体制の強

化を図るため、中心となる総合的な相談支援センター（基幹

相談支援センター）を設置し、身体障害者、知的障害者、精

神障害者の相談支援に関する業務を行う。 

[法改正により今後の取り組みを記載する] 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 

 自立支援協議会、相談支援

専門部会で、十分に議論を行

い、文京区における相談支援

のあり方を検討していく。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 



２－（２）権利擁護・成年後見等の充実 

 

 障害者が住み慣れた地域で、自立した生活を安心して送るために、権利擁護事業の充実を目指しま

す。 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

あんしんサポート文京

への支援＊地 1－4－1 

２－２－１ 

（１－８－１） 

 区民の福祉サービス利用等に伴う苦情解決と福祉サービ

スの利用支援を一体的に実施することにより、利用者の権利

擁護を図るとともに、広報紙・ホームページや学習会、出前

講座等の様々な手段により事業の周知を図る。 

 また、地域包括支援センターにおける高齢者の権利擁護に

関する相談業務と連携が図れるよう、関係機関連絡会を設置

し、地域ネットワークを構築する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 福祉サービス利用援助事業：19 件  

 財産保全管理サービス：44 件 

 法律相談：13 件 

福祉サービス利用援助事業、

財産保全管理サービスを合わせ

た契約件数は年々増加している

が、引き続き周知を図っていく。

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

社会福祉協議会 ○ ○ ○ ○ 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

成年後見制度の利用促

進＊地 1－4－2 

２－２－２ 

（１－８－２） 

 成年後見制度に関する講演会、研修会等を区民や関係職員等を対象に実施し、

制度への理解と普及を図り、更なる活用につなげる。 

成年後見制度の利用相談については、区、社会福祉協議会及び地域包括支援センタ

ーによる一般相談、社会福祉協議会による専門相談を実施し、対応する。 

相談等における困難事例については、障害者地域自立支援協議会で成年後見制度の

利用も踏まえ、検討を行う。 

制度利用が必要にもかかわらず、申立てを行う親族がいない等の場合には、区長が

代わって申立てを行う。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

区：21 年度に引き続き、民生委員

を対象に成年後見制度に関する講

演会を実施し、146 人の参加があ

った。 

社協：東京都が行っている「成年後

見活用あんしん生活創造事業」（成

年後見制度利用促進事業）を実施し

た。毎月 2 回、司法書士による個別

相談会「成年後見制度」を実施し、

34 件の相談を受けた。区民からの

相談、問い合わせは 190 件あった。

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

高齢福祉課 

社会福祉協議会 
  ○ ○ 

 



 

項目 事業内容 

３ 

第三者評価制度の利

用促進 

２－２－３ 

（１－８－３） 

（地１－４－３） 

 利用者のニーズを踏まえた良質な福祉サービスや的確な

情報提供、権利擁護の支援体制等の確保や向上を図り、利用

者に、客観的な情報提供を行うため、区内の障害福祉サービ

ス通所事業所に対して、第三者評価制度の利用の促進を図

る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

５事業所 6 事業所 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 

項目 事業内容 

４ 

福祉サービスに関する

苦情申し立て・相談対応

の充実  

２－２－４ 

（１－８－４） 

（＊地 1－4－4） 

 サービスの内容、施設への入所、施設での待遇など、福祉

サービスへの不満や苦情などの申し立てに対する相談対応

を充実する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

高齢福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

５ 

自立生活のための権利

擁護システムの構築 

２－２－５ 

（１－８－５） 

 地域自立支援協議会を中心として、障害者が自立して生活

するために、権利擁護に関する相談体制や関係機関との連

携、地域のネットワークづくりなどシステムの構築を行う。

 また、障害者本人や関係者が生活上のトラブルについての

知識を広げ、権利擁護の制度を適切に利用することができる

よう、障害者本人への啓発、学習支援、支援者の研修を行う。

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 地域自立支援協議会に、権利

擁護専門部会を 21 年度より設

置した。21 年度は 3 回、22

年度は２回の会議を開催し、権

利侵害が予想される事例等につ

いて、検討を進めている。 

 

権利擁護専門部会を適宜開催

し、検討を進める。 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

社会福祉協議会 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

会議開催数 

（ 回 ） 

計画値 ３ ３ ３ 3 3 3
 

実績値 ３ ２ １  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

６ 

障害者虐待防止対策支

援事業  

＊虐待防止法等制定に

よる新規事業 

２－２－６ 

 障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の

適切な支援を行うため、地域における関係機関等の協力体制

の整備や支援体制の強化を図る。 

[今後の取り組みにより記載する] 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 
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第３節 障害者が当たり前に働ける就労支援 
 

 

 

 

 

 

計画の方針 

 障害者が地域で自立した生活を送るためには、障害者の意欲と障害特性に

合った多様な雇用の場と就労後の定着が必要です。障害者就労支援センター

ではハローワークを始めとした関係機関との連携を密にし、的確な就労支援

を図り、障害者が安心して働き続けられるよう総合的な就労支援を推進しま

す。さらに、福祉施設における作業の充実について支援していきます。 

また、地域自立支援協議会において、障害者が就労できる場の開拓や仕組

みを検討し、雇用の機会の拡大を推進します。 

  

 

 就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

 
障
害
者
が
当
た
り
前
に
働
け
る
就
労
支
援 

    

    

    

    

    

    

    

 

１ 就労支援体制の確立 

２ 就労継続への

支援 

３ 福祉施設等で

の就労支援 

４ 就労機会の拡大



３－（１） 就労支援体制の確立 

 

 

 障害者が地域において自立して生活し、その生活の質の向上を図るために、働く機会を拡大す

るとともに安心して働き続けられるよう、障害者が当たり前に働ける就労支援体制を整備します。 

 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

就労支援センターの充

実 

３－１－１ 

（２－１－１） 

 障害者の社会参加と自立を促進するため、就労に関する相

談・支援等について就労支援センターを中心に実施し、障害

者の一般就労や就労定着の促進を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 就労継続者数：５９人 

 

 22 年度は地域開拓促進コー

ディネーターを配置し、支援員

の増員を行った。新規就労支援

や就労継続支援等の充実を図

り、23 人が新規に就労し、19

年 5 月の就労支援センター事業

開始後の新規就労者は 70 人と

なった。 

 

 

 就労継続者数：７５人 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

■サービス実績及び見込み量（累計） 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

就労継続者 

（人） 

計画値 35 35 54 61 68 75
 

実績値 40 59  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

就労支援ネットワーク

の構築・充実 

３－１－２ 

（２－１－２） 

 文京区障害者就労支援連絡会議等を活用し、就労支援や雇

用の情報等の共有化を図り、福祉施設等からの就労や、就労

した障害者を支えていく仕組みを確立していく。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 文京区障害者就労支援連絡会

議（年 2 回開催）に加え、地域

自立支援協議会就労支援専門部

会（年 4 回開催）において、現

状の課題・改善策を検討すると

ともに、就労支援機関でのネッ

トワーク構築について検討を進

めた。 

 

 

文京区障害者就労支援連絡会議

年 2 回開催 

地域自立支援協議会就労支援専

門部会    年 4 回開催 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

３ 

障害者雇用の普及・啓発 

３－１－３ 

（２－１－３） 

 障害者の就労意欲の啓発や企業に対する障害者雇用に必

要となる情報提供を行うと共に理解の促進を図る。これによ

り、障害者が安心して働ける就労の機会を拡大に取り組む。

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 2 月にハローワーク飯田橋と

共催により「雇用促進セミナー」

をシビック大ホールで開催し、

知的・精神障害者の雇用促進に

取り組んだ。参加者は、ハロー

ワーク飯田橋管内の事業者を中

心に 743 人だった。また、３

月に企画していた「就労支援セ

ンター講演会」は、震災のため

23 年度早期に開催することと

した。 

（企業向け） 

「雇用促進セミナー」 年１回

（ハローワーク飯田橋と共催）

 

（一般向け） 

「就労支援センター講演会」 

年１回

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

４ 

就労支援者の育成 

３－１－４ 

（２－１－４） 

 障害者の企業等への一般就労を進めていくため、地域の福

祉施設の職員等を対象に障害者就労支援技術等についての

研修会を実施し、就労支援者の育成を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

区内施設職員等を対象に、「就

労支援者研修会」を年 5 回開催

した。講師は現に障害者雇用を

行っている企業の担当者を中心

に行った。 

 

「就労支援者研修会」 

        年５回開催 

  ・関係機関からの講演 

  ・企業担当者を招き、障害

   者雇用の実際の話を聞く

  ・事例検討会など 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

５ 

中小企業障害者体験雇

用等助成事業新 

３－１－５ 

  

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

 



３－（２） 就労継続への支援 

 

 

 地域の福祉施設やハローワーク、障害者職業センター等の関係機関との連携を図るとともに、

就業先の企業が障害者の雇用を継続し、就労している障害者が安心して働き続けられるよう支援

します。 

 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

就業先企業への支援 

３－２－１ 

（２－２－１） 

 企業が雇用している障害者等について、企業からの相談や

障害者が職場適応するための人的なサポートを行うなど、企

業の不安感の払拭や適切な対応、環境整備などのアドバイス

を行い就労の定着等を支援する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 障害者を雇用する企業等から

の相談に対し、定期訪問や電話

にて対応し、対象者本人及び家

族との連絡調整や問題解決に努

めた。 

 

 

就業先企業支援  年 440 件 

  ・職場環境調整 

  ・ジョブコーチ支援など 

支援対象企業   年 157 社 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

就業先企業支援 

（件） 

計画値  350 380 410 440
 

実績値 202 322  
 

支援対象企業 

（社） 

計画値  112 127 142 157
 

実績値 80 97  

 



      

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

安定した就業生活への

支援 

（３－２－２） 

 定期的な職場への連絡・訪問や、就業している障害者が集

まって情報交換や仲間づくりができる場や就業生活に必要

な知識を得るための講座等の開催など、障害者が地域で安定

して就業生活を送るための支援を推進する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 職場訪問で、就業中の障害者

の様子を伺うとともに、電話や

面談などで個別の支援を行っ

た。また、情報交換や仲間づく

りを行う「たまり場」を 5 月～

3 月の計 11 回開催し、講座や

レクリェーション等を実施し

た。加えて、就業継続意欲向上

を目的として、就労継続者を表

彰する祝う会を 4 月に行った。

 

 

職場定着支援  年 1,450 件 

  

「たまり場」開催  年 11 回

  （第一金曜日の夜間） 

「祝う会」開催   年 1 回 

  （4 月の休日） 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

職場定着支援 

（件） 

計画値  1,150 1,250 1,350 1,450
 

実績値 1,045 1,045  

 



３－（３）福祉施設等での就労支援 

 

 福祉施設から一般就労へ希望する人に、一定期間就労に必要な知識や能力の向上を図るととも

に、一般企業への就労が困難な障害者に対して雇用機会の提供、販路の拡大等、就労支援の拡充

を図ります。 

 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

福祉施設から一般就労

への移行＊ 

（３－３－１） 

 福祉施設を利用する障害者が自立した社会生活を営める

よう、必要な訓練を行い、一般就労へ移行することを推進す

る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 移行者数：  ８人 

 

 22 年度は福祉施設及び精神

障害者就労支援施設からの一般

就労への就職者は 8 人だった。

地域開拓促進コーディネーター

による施設への訪問等は延 33

回行った。 

 

 移行者数：  ２７人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

■サービス実績及び見込み量（累計） 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

移行人数 

（人） 

計画値 5 5 5 8 9 10
 

実績値 6 8  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

就労移行支援＊ 

３－３－２ 

（２－３－４） 

 一般企業への就労を希望する障害者に対し、一定期間就労

に必要な知識や能力の向上のために必要な訓練を行い、障害

者の一般就労を促進する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用者数：３３人 

 

 

 利用者数：４９人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

■サービス実績及び見込み量（累計） 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

事業利用者 

（人数） 

計画値 24 24 24 42 42 49
 

実績値 21 33 32  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

３ 

就労継続支援＊ 

３－３－３ 

（２－３－５） 

 一般企業での就労が困難な障害者に対して、働く場を継続

的に提供するとともに、知識や能力の向上を図るために必要

な支援を行う。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用者数：１１１人 

 

 

 利用者数：２７５人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

■サービス実績及び見込み量（累計） 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用者 

（人数） 

計画値 151 151 151 237 256 275
 

実績値 91 111 128  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

４ 

福祉施設等での仕事の

確保 

３－３－４ 

（２－３－６） 

 福祉施設における利用者の工賃の増加を図るため、区や民

間企業からの発注の増大や販路の拡大を図る。具体的には区

役所の業務を積極的に発注するとともに、アンテナスポット

を活用した販売の場を確保する。さらに各施設が取組み可能

な新たな仕事の提案や民間企業等との連携を進めていく。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

Bunkyo アンテナスポッ

トにて、「障害者施設自主

製品販売会」を年 3 回（計

24 日）実施し、物品販売

の機会を提供した。また、

工賃増加のための販路拡

大について個別企業との

橋渡しや、「ステージ・エ

コ」での出店調整などを行

った。 

区や企業からの仕事の発注を増

大し、福祉施設等が受注をしや

すくするためのツールとして、

共同受注の仕組みや、受注可能

な業務の宣伝活動等の支援を行

う。 

販路拡大に際しては、アンテナ

スポット等での販売会（年３回）

及び各種イベント等での販売の

場を確保していく。     

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

 ■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

販売会 

（ 回 ） 

計画値 3 3 3 3 3 3
 

実績値 3 3  

 



３－（４）就労機会の拡大 

 

 障害者の働く場として、区の業務をはじめ、地域特性を生かした就業先の開拓等を行い、就労

の機会の拡大を図ります。 

 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

区の業務における就労

機会の拡大 

３－４－１ 

（２－３－３） 

 障害者の働く場を拡大するため、区の業務における就労の

可能性を検証するとともに、委託業務等を開拓し、障害者の

就労の機会の拡大や雇用の促進を図る。 

 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

  区役所庁舎内において、障害

者がシュレッダーやコピー等の

業務を行うインターンシップ事

業を実施した（39 日間、延 122

人参加）。また、「障害者就労庁

内検討会」の検討をふまえ、

H23 年度から就労促進事業（シ

ュレッダー委託）を実施するこ

ととし、加えて、臨時職員とし

て直接雇用の試行を行った（2

人、8 日間）。 

○区の業務における障害者就労

の可能性検討 

○障害者の就業体験の機会とな

るインターンシップを継続実

施。 

○委託業務拡大としての「就労

促進事業」を進めていく。 

・シュレッダー業務の委託拡大

           

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

 



項目 目標（本計画期間内） 

２ 

地域雇用開拓促進事業 

３－４－２ 

 自立支援協議会就労支援専門部会で検討を進め、地域特性

を生かした障害者雇用先の開拓に取り組む（大学や寺社への

アプローチなどが候補）。 

また、地域開拓促進コーディネーターによる障害者施設利

用者の一般就労への掘り起しを促進していく。 

 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

   

雇用先の新規開拓 

 ・相互協定締結大学を中心に

障害者雇用・就労の面での

協力関係について打診を行

っていく。      

 ・境内清掃等の受託寺社の拡

大支援も行っていく。 

障害者施設からの掘り起し 

             

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 1

第４節 子どもの育ちと家庭の安心への支援 
 

 

 

 

 

 

計画の方針 

 障害を早期に発見し、適切な支援を受けることができるよう、障害の早期

発見・早期療育、発達障害に関する支援の充実を図るため、関係機関との連

携を強化します。また、成長段階に応じた切れ目のない支援を行うとともに、

仕事と子育ての両立を含む、障害のある子どもを持つ保護者への支援の充実

を図ります。 

 さらに、教育センターの建て替えに併せ、福祉部門と教育部門の連携強化

することで多面的な支援の充実を図ります。また、障害のある子どもも、な

い子どもも共に成長していくことのできる地域づくりを推進します。 

 

 就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

 
子
ど
も
の
育
ち
と
家
庭
の
安
心
へ
の
支
援 

    

    

    

    

    

    

    

 

１ 障害の早期発見・早期療育 

３ 乳幼児期・就学前の支援 

２ 相談支援の充実 

４ 学齢期の支援



４－（１）障害の早期発見・早期療育 

 

 

 肢体不自由児や知的障害児だけでなく、発達障害児にとっても障害の早期発見と早

期療育が大切です。早期発見の機会と療育相談との連携の充実を図ります。 

 

項目 事業内容 

１ 

乳幼児健康診査 

４－１－１ 

（３－１－１） 

 乳幼児の健やかな発達を支援するため 4 か月児健康診査、

1 歳 6 か月児健康診査、3 歳児健康診査等を実施する。 

 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

実施回数：119 回 

受診者数：４，194 人 

実施回数：120 回 

受診者数：４，３００人 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

保健サービスセンター ○    

 

 



 

項目 事業内容 

２ 

発達健康診査 

４－１－２ 

（３－１－３） 

 低出生体重児や発育発達が気になる乳幼児のための健康

相談を行う。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

【保健サービスセンター】発

育発達に心配があるかたを対

象に、専門医師による健診、

保健師による相談を行ってい

ます 

 子どもの発達の遅れを早

期に発見し、適切な療育につ

なげるため、保健サービスセ

ンターでの発達健診の立会

いを行っている。 

受診総人数：148 人 

福祉センター紹介人数：16 人

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

保健サービスセンター ○    

 



 

項目 事業内容 

３ 

経過観察健康診査 

４－１－３ 

（３－１－４） 

 身長・体重等の発育面で心配のある乳幼児を対象に、定期

健康診査以外に経過観察健康診査を行う。 

 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

実施回数：36 回 

指導延人数：182 人 

実施回数：36 回 

指導延人数：200 人 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

保健サービスセンター ○    

 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

４ 

療育相談の充実 

４－１－４ 

（３－１－２） 

 福祉センター等において、保健サービスセンター等の関係

機関との連携により、発達に何らかの遅れ等のある乳幼児の

早期相談、早期療育につなげる。 

  

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

22 年度の新規相談件数は

104 件だった。23 年度は他

機関と連携を図り、相談・指

導方法の工夫により増加す

る相談件数に対応していく。

 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

福祉センター ○    

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

新規相談 

（件数） 

計画値   
 

実績値 112 104  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

５ 

発達に関する情報の普

及啓発 

４－１－５ 

（３－１－５） 

 子どもの発達に関する情報について、ホームページやパン

フレットなど様々な方法で、出産前の保護者への普及啓発を

行う。また、子どもの発達に関する相談窓口や支援内容につ

いての情報の周知を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

発達の遅れの早期発見と適

切な療育の実施につなげる

ため、発達健診に福祉センタ

ーの専門職員が立会ってい

る。 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

福祉センター ○    

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

６ 

乳幼児家庭全戸訪問事

業（こんにちは赤ちゃん

訪問事業） 

４－１－６ 

 生後 4 か月までの乳児と保護者まれたすべての家庭を対象

に、保健師または助産師が訪問し、健康や育児に関する相談、

必要な情報提供を行う。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

訪問率：６７％ 

訪問件数：１，０８４件 

訪問率：６８％ 

訪問件数：１，１５６件 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

保健サービスセンター ○    

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

訪問率 

（％） 

計画値 49 51 64 68 68 68
 

実績値 49 67 67  
 

訪問件数 

（件） 

計画値 755 850 1,088 1,156 1,156 1,156
 

実績値 755 1,084 1,088  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

７ 

子育て支援カウンセラ

ー派遣の充実 

４－１－７ 

区立幼稚園・保育園に専門の心理職を派遣し、教員及び保育

士への心理面での支援・相談及び啓発活動を行う。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育センター ○ ○   

 



４－（２） 相談支援の充実 

 

 教育・福祉・保健・医療等の連携を強化し、ライフステージを通じた相談支援体制

の充実とネットワーク等の仕組みを検討していきます。その中でも、子どもに関する

分野での、連携強化や相談窓口の設置を進めます。 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

多様な支援機関の連携 

４－２－１ 

（３－４－１） 

乳幼児発達支援連絡会や特別支援教育連携協議会を通じ、

教育、福祉、保健、子育て等の関係機関の連携を強化し、障

害児とその家族及び保育園、幼稚園、小・中学校等に対する

効果的な支援を行う。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

教育指導課、教育センター、

福祉センター、特別支援学

校、学識経験者等で構成され

る特別支援教育連携協議会

の設置準備を行った。 

乳幼児発達支援連絡会と特

別支援教育連携協議会の取

り組みを進めると共に、幼児

期から学齢期にかけて、切れ

目のない支援の体制を構築

していく。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課・教育指導

課・教育センター・保

健サービスセンター・

福祉センター 

○ ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

連絡協議会 

（回数 ） 

計画値  １ ２ ２
 

実績値   

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

継続支援体制の充実 

４－２－２ 

 乳幼児から学齢期へ継続した支援をするため、「就学支援

シート」の活用を図ると共に切れ目ない支援を行うための

「個別支援ファイル」を作成し、療育歴や発育歴などの情報

を成長段階に応じ的確に引継ぎ、一貫した支援を進める 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

就学支援ファイル、就学支援

シートの活用・推進を図り、

就学前の効果的な支援方法

等を個別指導計画作成に活

かす等支援の継続を図った。

「個別支援ファイル」を活用

した連携体制を構築する。平

成２５年より検討予定 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

福祉センター 

教育指導課 
○ ○   

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

３ 

専門的療育訓練 

４－２－３ 

（３－４－３） 

 福祉センターにおいて、発達に何らかの遅れ等がある乳幼

児を対象に理学療法士、作業療法士、言語聴覚士による専門

訓練を実施する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

22 年度実績として、理学療

法 595 回、作業療法 541

回、言語療法 902 回の専門

的療育訓練を実施した。 

理学療法 672 回 

作業療法 546 回 

言語療法 940 回 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

福祉センター ○ ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

理学療法 

（回数） 

計画値  672 672 672
 

実績値 611 595  
 

作業療法 

（回数） 

計画値  546 546 546
 

実績値 555 541  
 

言語療法 

（回数） 

計画値  940 940 940

実績値 939 902  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

４ 

個別の教育支援計画の

作成 

４－２－４ 

 障害のある子どもを乳幼児期から学校卒業まで一貫した

支援をするため、学校や福祉センター、保育園、幼稚園、医

療機関等の各機関が協力しながら「個別の支援計画」を作成

する。 

 支援計画作成のためのアセスメントの内容及び方法の検

討を加え、支援計画の質の向上を図る。 

 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

通常の学級における、特別な支援が必要

な児童･生徒についても幅広く捉え、個

別指導計画を作成する。 

  保護者の理解を深めるとともに、学

校・幼稚園が教育、医療、福祉等の関係

諸機関と連携して、幼稚園から小・中学

校まで一貫した支援を実施するために、

個別の教育支援計画の作成を目指す。 

特別な支援が必要な幼児・児童･生徒

について幅広く捉え、個別指導計画の作

成を推進する。 

 保護者の理解を深めるとともに、乳幼

児発達支援連絡会・文京区特別支援教育

連携協議会との緊密な連携のもと、学

校・幼稚園等が教育、医療、福祉等の関

係諸機関と連携して、幼稚園・保育園等

から小・中学校まで一貫した支援を実施

するために、個別の教育支援計画の作成

を目指す。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育指導課 

教育センター 
○ ○   

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

5 

専門家による巡回相談

事業 

４－２－5 

（３－４－５） 

 教育センターでは、臨床発達心理士や子育て支援カウンセ

ラーを通常の学級や幼稚園、保育園に派遣することで、特別

な配慮を必要とする子どもへの支援と教職員の指導育成を

図る。 

 福祉センターでは、心理職等が幼稚園・保育園を必要に応

じて巡回し、発達支援に関する普及啓発等を行う。 

 教育指導課では、言語聴覚士等を特別支援学校に派遣する

ことで、学齢期における療育的支援の充実を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

○福祉センターの保育園への精

神科医・臨床心理士等の派遣 14

回 

○子育て支援カウンセラーによ

る巡回相談（幼稚園、保育園に

各月１回）３２５回、臨床発達

心理士による巡回相談（小・中

学校に各年 4 回）１２０回、育

成室巡回相談（各年 2 回）１０

２回。 

○言語聴覚士等専門家派遣事業

４５回。 

○福祉センターの精神科医等派

遣事業 

○子育て支援カウンセラーによ

る巡回相談 

○臨床発達心理士によ巡回相談

○育成室巡回相談員派遣 

○言語聴覚士等によ派遣事業 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育センター・福祉セ

ンター・教育指導課 
○ ○   

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

6 

（仮称）教育・発達相談

窓口の設置 

 

４－２－6 

 様々な課題のある子どもや保護者が円滑に教育相談や療

育の相談を利用できるよう、子どもの発達や教育に関する相

談窓口を整備する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 

平成２７年度教育センター

の建て替え時に整備予定 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育センター、福祉セ

ンター 
○ ○   

 



 

項目 事業内容 

7 

児童発達支援事業（児童

発達支援センター） 

※児童福祉法改正によ

る新事業 

４－２－7 

 発達に何らかの遅れ等のある児童とその保護者が地域で

安心して生活できるよう総合的な支援を行う。 

[法改正により今後の取り組みを記載する] 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

  

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

福祉センター ○ ○   

 



４－（３）乳幼児期・就学前の支援 

 

 

 健康診査や療育相談により、発育や発達に支援の必要がある乳幼児に対して、適切

な療育や、保育園、幼稚園での個に応じた支援を推進します。 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

保育園障害児保育 

（子 1－3－4） 

４－３－１ 

（３－２－１） 

 保育に欠ける児童のうち、心身の発達に遅れがあることな

どにより保育の際に特別な配慮を要する児童に、個別指導計

画に基づく集団保育を実施し、児童の発達促進を図る。 

区立保育園１８園で実施。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 心身の発達に遅れがあること

などによって、保育の際に特別

な配慮を要する児童を、22 年

度は 18 園において２４人の受

け入れを行った。 

実施保育園数 １８施設 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

保育課 ○    

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

実施 

保育園数 

（施設） 

計画値 １８ １８ １８ １８ １８ １８
 

実績値 １８ １８ １８  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

幼稚園特別保育 

（子 2－4－2） 

４－３－２ 

（３－２－２） 

 区立幼稚園において、特別な支援が必要な児童が集団の中

で生活することを通して、幼稚園教育の機能や特性を生かし

ながら、その幼児の発達を促進していくことを目的として特

別保育を実施する。 

 支援が必要な園児の入園後の支援体制をより充実させる

ことにより、就園後の園児の発達を促すとともに、その支援

が小学校就学へとつながるシステムを整備する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 区立幼稚園における特別保育

のための臨時職員及び非常勤講

師を配置した。支援の充実を図

るため、特別保育認定のほか、

特別支援の認定を行い、個に応

じた支援を図った。 

 

・特別支援連携協議会の専門化

チーム活用による幼稚園教諭

等への指導助言 

・就学支援シートの周知及び活

用推進 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育指導課 ○    

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

対象園児 

（人 ） 

計画値   
 

実績値 ２６ ２８ ２７  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

３ 

就学前相談体制の充実 

４－３－３ 

（３－２－３） 

 特別な支援を必要とする児童・生徒の就学相談において、

個々のニーズに応じた適切な支援を行うため、就学相談委員

会の円滑な運営をさらに図る。 

 また、小・中学校との連携を強化して相談体制の整備に取

り組み、福祉センターでの学校見学会への同行や卒園児の保

護者を交えての就学説明会等のさらなる充実を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

就学相談員のほか。幼稚園 OB

の非常勤職員を増員し、就学前

からの継続的相談体制の充実を

図った。就学先の振り分けのた

めではなく、より個に応じた支

援を判断できるよう、在籍校

（園）における行動観察を導入

する等、就学相談委員会の運営

改善を図った。 

 

・乳幼児発達支援連絡会・文京

区特別支援連携協議会（専門

化チーム）との連携により、

就学前からの相談体制及び就

学後への継続相談支援の体制

充実を図る。 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育指導課 ○    

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

就学相談件

数 

（ 件 ） 

計画値   
 

実績値 

幼稚園３３ 

小学校３０ 

中学校１６ 

転学 １４ 

幼稚園３８

小学校３７

中学校１６

転学 １４

 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

４ 

児童発達支援の充実 

（子 1－3－2） 

４－３－４ 

※児童デイサービスの

充実（３－２－４）から

移行 

 文京福祉センター等において、発達に何らかの遅れ等のあ

る乳幼児を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、

集団生活への適応訓練等を行い、子どもの発達・育成への支

援を図る。[法改正により今後の取り組みを記載する] 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

 利用日数：3,206 日 

 利用者数：延 505 人 

 

 

利用日数：    日 

 利用者数：延   人 

（今後記載） 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

福祉センター ○    

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

（今後記載） 
 

利用日数 

（日） 

計画値 2,602 2,668 2,722  
 

実績値 2,914 3,206  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値 340 347 354  
 

実績値 422 505  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

５ 

保育所等訪問支援 

※児童福祉法改正によ

る新事業 

４－３－５ 

 保育所等を現在利用中の障害児、又は今後利用する予定の

障害児が、保育所等における集団生活の適応のための専門的

な支援を必要とする場合に、「保育所等訪問支援」を提供す

ることにより、保育所等の安定した利用を促進する。 

[法改正により今後の取り組みを記載する] 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

実績なし 

 

 利用者数：延   人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 

福祉センター 
○    

 



４－（４）学齢期の支援 

 

児童・生徒一人ひとりの状態や課題から、教育ニーズに合わせたきめ細やかな教育的支援の

充実を図ります。 

 目標（本計画期間内） 

１ 

総合教育相談の充実 

４－４－１ 

（３－３－１） 

 各園・学校と総合教育相談の各機能の連携を深め、不登校

対策、特別支援教育の充実を始めとし、幼児・児童・生徒の

問題行動及び教育・生活上の悩みに対する予防・発見・解消

に向けた支援を効果的に行う。 

また、福祉センター、子ども家庭支援センター、保健サー

ビスセンター等や特別支援教育連携協議会との連携を図り、

ながら効率的・効果的な支援を目指す。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

「発達と障害」を主訴とした相

談件数（総件数に占める割合）

○教育相談室：2640 件 

（41.9％） 

○スクールカウンセラー： 

 小学校 432 件（7.6％） 

 中学校 330 件（5.1％） 

「発達と障害」を主訴とした相

談件数（総件数に占める割合）

○教育相談室：2709 回 

（43％） 

○スクールカウンセラー： 

 小学校・中学校 

計 756 件（6.3％） 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育センター  ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度

教育相談室 
 

発達と障害に

関する相談 

（延べ件数） 

計画値  2709 2709 2709
 

実績値 2677 2640 2709  

スクールカウンセラー 
 

発達と障害に 

関する相談 

（延べ件数） 

計画値  756 756 756
 

実績値 823 762 756  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

特別支援教育の充実 

４－４－２ 

（３－３－２） 

 特別な支援を必要とする児童・生徒が発達段階に応じた適

切な教育を受けられるよう体制の整備を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 区立全小・中学校に特別支援

教育支援員やバリアフリーパー

トナーを配置し、教育上特別の

支援を必要とする児童・生徒に

対して、障害による学習上また

は生活上の困難を克服するため

の教育を継続して行っている。

また、特別支援教育の推進に向

けて、教員の指導力向上、区の

支援体制の整備等を進めてい

く。 

◇特別支援教育支援員の配置 

 小学校：２０人 

 中学校：１０人 

引き続き区立全小・中学校に

特別支援教育支援員やバリアフ

リーパートナーを配置し、教育

上特別の支援を必要とする児

童・生徒に対して、障害による

学習上または生活上の困難を克

服するための教育を継続して行

っていく。学校の規模、ニーズ

によって支援員の複数配置も 

検討していく。 

◇特別支援教育支援員の配置 

 小学校：２０人 

 中学校：１０人 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育指導課  ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

小・中学校 

（校） 

計画値 ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０
 

実績値 ３０ ３０ ３０  
 

支援員数 

（人） 

計画値 ３０ ３０ ３０  
 

実績値 ３０ ３０ ３０  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

３ 

特別支援子育て事業 

（子 1－3－6） 

４－４－３ 

（３－３－３） 

 特別な支援を必要とする児童の放課後の居場所対策とし

て、児童（小学生）を一時的に預かることにより、保護者の

負担感の軽減及び社会参加を促進し、子育てを支援する。ま

た、広報等により、登録者・利用者の拡大に努める。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 区立林町小学校内「ふれんど」

にて実施 

区報、ホームページ等で事業に

関する周知を行った。 

登録者数：１８人 

 利用者数：延７２人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

子育て支援課  ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

登録者数 

（人） 

計画値   
 

実績値 25 18  
 

利用者数 

（延人数） 

計画値   
 

実績値 285 ７２  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

４ 

育成室への障害児受入

（子１－３－５） 

４－４－４ 

（３－３－４） 

保護者が仕事や病気等のため保育の必要な障害のある児童

に対して、健全な育成と保護をはかり、必要に応じて学年延

長を行う。障害児保育補助の非常勤職員を配置し受け入れ環

境を整え、指導員のための研修を定期的に確保し保育の質の

向上を図る。障害児育成室巡回指導を実施し、策定した個別

指導計画に基づき、充実した保育を実施する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

障害児受入実施育成室数：２５

 

 

障害児受入実施育成室数：全室

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

児童青少年課  ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

障害児受入

を行っている

育成室数 

（室数） 

計画値 ２６ ２６ ２６ ２７ ２８ ２９（計画）
 

実績値 ２３ ２５ ２５  

 
個別指導計

画を作成し

ている育成

室数 

（室数） 

計画値 ２６ ２６ ２６ ２７ ２８ ２９（計画）
 

実績値 ２３ ２５ ２５  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

５ 

バリアフリーパートナ

ー運営（子２－４－４） 

４－４－５ 

（３－３－５） 

 バリアフリーパートナーのレベルアップを図るとともに、

円滑な運営が可能となるよう、大学等と連携して人材確保・

質の向上に努める。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 区立幼稚園：  9 園 

区立小学校： 15 校 

 区立中学校：  ４校 

  

特別な支援を要する児童・生徒

一人一人がニーズに応じた教育

を受けることができるようにす

るため、障害者への支援につい

て興味関心のある大学生や社会

人等の協力を得て、児童・生徒

へのサポートを行った。 

バリアフリーパートナーに対

し、NPO 法人と連携してスキル

アップのための研修を実施し

た。 

特別な支援を要する児童・生

徒一人一人がニーズに応じた教

育を受けることができるように

するため、引き続き大学や NPO

法人と連携し、バリアフリーパ

ートナーの人材確保や質の向上

を図るための研修等を実施す

る。。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育指導課  ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

利用 

（校園 ） 

計画値   
 

実績値 28 28  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

６ 

個に応じた指導の充実 

４－４－６ 

（３－３－６） 

 通常の学級及び特別支援学級における障害のある児童・生

徒に対する特別支援教育のよりよいあり方や指導の実際に

ついて研修を実施し、個に応じた指導の充実を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 通常の学級及び特別支援学

級における支援を必要とする

児童・生徒に対する特別支援

教育のあり方や指導の実際に

ついて、教員等研修を実施す

るとともに、特別支援教育支

援員を配置し、個への対応の

充実を図っている。 

特別支援教育研修会：6 回 

コーディネーター研修：6 回 

コーディネーター養成研修：6 回 

全小・中学校に特別支援教育支援員

（非常勤）を配置、研修実施：6 回

通常の学級及び特別支援学級

における支援を必要とする児

童・生徒に対する特別支援教育

のあり方や指導の実際につい

て、教員等研修の内容の充実を

図る。 

特別支援教育研修会：５回 

コーディネーター研修：５回 

コーディネーター養成研修：５回 

全小・中学校に特別支援教育支援員

（非常勤）を配置、研修実施：6 回

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育指導課  ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

研修会開催

回数 

（回 ） 

計画値 ２４ ２４ ２１ ２１ ２１ ２１
 

実績値 ２４ ２４  

 
 

（  ） 

計画値   
 

実績値   

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

７ 

放課後の居場所対策 

（子 1－3－7） 

４－４－７ 

（３－３－７） 

 障害のある中・高校生の放課後の活動の場所を確保し、日

常生活上の指導を行うとともに、余暇活動の充実及び障害児

の家族の一時的な休息の支援を図る。 

 なお、ｈ27 には新福祉センターに整備予定。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

居場所数： 

槐の会に委託し定員５人で実

施。 

平成 23 年 7 月より若駒の里で

２箇所の事業開始。定員 7 人、

 

 居場所数：２箇所 

      定員 12 人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課  ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度

 
 

利 用 人 数 

（ 槐 の 会 ） 

利用人数（延） 1,354 人 1,446 人 1,400 人 1,400 人 1,400 人 1,400 人
 

利用率（定員５人） 92.4％ 98.4％ 95.0％  
 

利 用 人 数 

（若 駒 の里 ） 

利用人数（延） 1,083 人 1,652 人 1,755 人 1,858 人
 

利用率（定員５人） 70.0％  

 

 



項目 目標（本計画期間内） 

８ 

交流及び共同学習支援

員配置事業  

４－４－８ 

 区立小・中学校の固定制特別支援学級在籍の児童・生徒が、

障害の状態や実態に応じて、通常の学級での学習や活動に参

加できるよう、サポートのため、交流及び共同学習支援員を

配置する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 

平成２３年度からの新規事

業。固定制特別支援学級在籍の

児童・生徒が、障害の状態や実

態に応じて、通常の学級との学

習等に参加できるように、 

支援員と固定学級担任及び通

常学級担任と連携し、学習の支

援、健康・安全の確保、周囲の

児童・生徒への理解の促進等の

職務を担う。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育指導課  ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

配置校数 

（ 校 ） 

計画値  ７ ７ ７ ７
 

実績値  ７  
 

支援員数 

（人） 

計画値  １０  
 

実績値  １０  

 



項目 目標（本計画期間内） 

9 

特別支援教室専門指導

員派遣事業  

４－４－９ 

 

 通常の学級に在籍する発達障害等、特別な支援が必要な児

童・生徒への支援体制の充実のため、「特別支援教室」を設置し

たモデル校に指導員（教員免許をもつ専門指導員）を派遣し、

適応状態の改善を図るための教育環境の整備を行う 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

  平成２３年度から新規事業。

特別支援教育のニーズが高い

学校からモデル校５校を指定

し、指導員を派遣。 

通常の学級における特別な支

援が必要な児童・生徒の取出

しによる専門的指導を行い、

「特別支援教室」の運営を支

援する。モデル校では「特別

支援教室」の運営における指

導内容・方法等について３年

間研究し、検証を行う。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育指導課  ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

モデル校

数 

（校） 

計画値  ５ ５ ５ 
 

実績値   

 
指導員数 

（人） 

計画値  ５ ５ ５ 
 

実績値   

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

10 

教育センターの建替え

に伴うサービスの充実 

４－４－１０ 

 教育センターの建て替えにより、学校支援センターとし

ての機能強化を図るとともに、乳幼児期から中高生年代ま

での子どもの健やかな育ちを支える拠点を整備する。 

施設整備に伴い、教育・発達相談窓口の新設、総合教育

相談事業の充実、療育事業の拡充、関係機関の連携強化等

によりサービスの充実を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

２２年度は、新施設での事業

内容や施設概要をまとめた

「教育センター等建物基本

プラン」を策定した。 

教育センター建替えに伴う

サービス拡充（平成27年度）

●教育・発達相談窓口の新設

●療育事業の拡充 

●学齢期デイサービスの新

設 

●総合教育相談事業の充実 

●関係機関の連携強化 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育センター、福祉セ

ンター 
○ ○   

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

11 

放課後全児童向け事業

（子 2－1－2） 

４－４－１１ 

 こどもひろばを含めた放課後の児童向け事業を整理統合

するとともに、学校施設を有効活用した新たな「小学生を

対象とした放課後の居場所づくり」を実施し、児童が地域

社会の中で心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進す

る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 

 

毎年２校新規開始 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

児童青少年課  ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

事業実施 

（ 校 ） 

計画値  ２ ４ ６ ８
 

実績値  ２  

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

12 

特別支援教育連携協議

会専門家チームの運営 

４－４－１２ 

 相談員や特別支援学校・特別支援学級の教員、専門療法

士など様々な専門家を教育相談コーディネーターの調整の

もとで、特別支援教育連携協議会の専門家チームとして園、

学校に派遣し、特別支援教育に係る支援を行う。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

H23 特別支援教育連携協議

会設置 

 

○専門家チームを園・学校の

要請に応じて派遣し、技術的

支援を行う。また専門的意見

の提示、助言等を行う。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

教育センター・教育指

導課 
 ○   

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

派遣数 

（ 園・校

数 ） 

計画値  20   40 40 40
 

実績値    

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

13 

放課後等デイサービス 

※児童福祉法改正によ

る新事業 

４－４－１３ 

 学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期

休暇中において、生活能力向上のための訓練等を継続的に

提供することにより、学校教育と相まって障害児の自立を

促進するとともに、放課後等の居場所づくりを推進する。 

【法改正により今後の取り組みを記載する】 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

実績なし 

 

 利用者数：延   人 

：国の基準が示された後、見込

量を算定する。 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 

福祉センター 
○    

 



 1

第５節 ひとにやさしいまちづくりの推進 
 

 

 

 

 

 

計画の方針 

誰もが地域で安全に快適な生活を送り、積極的に社会参加ができるよう、

区内の公共的施設を中心に、歩道、公園等について、ユニバーサルデザイン

の考え方を取り入れた、ひとにやさしいバリアフリーのまちづくりを推進し

ます。 

また、ハード面のバリアフリーだけでなく、あらゆる機会を通じて障害の

ある人への理解を促進するための啓発や福祉教育を推進し、偏見や誤解を受

けることのない社会とするための取り組みを進めます。 

 さらに、災害時・緊急時に対する支援については、災害弱者となりかねな

い障害者を的確に支援するため、要援護者情報の充実や人的支援のネットワ

ークの構築を図るとともに、地域コミュニティーや支え合いの重要性を勘案

した地域づくりを進めます。 

 

 

 就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

 

ひ
と
に
や
さ
し
い
ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

    

    

    

    

    

    

    

 

１ 安全で快適な生活環境の整備 

２ 防災・安全対策の充実 

３ ノーマライゼーションと合理的配慮の理念の普及 

４ 地域との交流と文化活動の促進 

５ 地域福祉の担い手への支援 



５－（１）安全で快適な生活環境の整備 

 

 

障害者、高齢者や子育て中の方などが安全で快適に生活でき、積極的な社会参加ができるよう、

建築物、道路、公園の整備から、自転車対策なども含めた環境整備を進めます。 

 

項目 事業内容 

１ 

文京区福祉環境整備要

綱等に基づく指導  

＊ 地 1－3－1 

５－１－１ 

（４－１－１） 

ユニバーサルデザインの考え方を取り入れた福祉環境整

備要綱に基づき、バリアフリーのまちづくりを総合的に進め

る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

協議件数 42 

報告件数 48 

適合数 12 

 バリアフリー関連の法改正を踏

まえた要綱改正を行い、的確な指

導をしていく。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 

項目 目標（本計画期間内） 

２ 

道のバリアフリーの推

進 ＊地 1－3－2 

５－１－２ 

（４－１－２） 

 障害者や高齢者など誰もが積極的に社会参加できるよう

に、歩道の拡幅や段差解消及び視覚障害者誘導用ブロックの

設置などの道路整備を行い、「すべての人にやさしい道路」

の実現を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

 

整備件数：191 件 

  

 

 整備件数：200 件 

 整備率： 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

道路課 ○ ○ ○ ○ 

■ サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

整備件数 

（件数） 

計画値 ２００ ２００ ２００ ２００ ２００ ２００
 

実績値 ３０９ １９１  
 

整 備 率 

（％） 

計画値 ４７．３ ５５．１  
 

実績値 ５０．１ ５６．７  

 



 

項目 事業内容 

３ 

地下鉄駅へのエレベー

ター等の整備   

＊ 地 1－3－5 

５－１－３ 

（４－１－５） 

障害者や高齢者など誰もが安心して移動できるよう地下

鉄の駅における段差の解消等の垂直移動対策としてエレベ

ーター等の設置を推進する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

0 件 

 

区内地下鉄駅では、江戸川橋

駅以外は設置目途がある。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

計画調整課 ○ ○ ○ ○ 

 

 

項目 目標（本計画期間内） 

４ 

総合的自転車対策の推

進 

５－１－４ 

（４－１－６） 

 ＮＰＯや地域団体等と協働しながら、自転車駐車場の整

備・レンタルサイクル事業の実施・放置自転車の撤去等、総

合的な自転車対策を実施する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 NPO や地域団体と協働し

ながら、自転車駐車場の整

備・放置自転車の撤去・レン

タサイクル事業等、総合的な

自転車対策を実施している。

 22 年度は駐輪場 2 か所

（千石南、護国寺駅西）を設

置した。 

 

 

 障害者の歩行環境の改善

のために、未整備駅への自転

車駐車場の整備（２駅）を行

う。整備については、地域団

体や民間団体と協働して行

うとともに、民設民営も含め

た検討を行う。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

土木部管理課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

整備内容 

（か所） 

計画値   
 

実績値 ０ ２ ２  

 



 
 

 

項目 目標（本計画期間内） 

７ 

公園再整備事業  

５－１－５ 

（４－１－３公園のバ

リアフリーの推進  

＊地１－３－３） 

（４－１－４トイレの

バリアフリーの推進 

＊地１－３－４） 

 公園、児童遊園のバリアフリー化を推進し、障害者や高齢

者など誰もが安全・安心で快適に憩える公園の再整備を行

う。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

公園のバリアフリーの推進 

平成２１・２２年度 １３箇所

トイレのバリアフリーの推進 

平成２１・２２年度 １箇所 

公園 ２園 

児童遊園 ２園 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

みどり公園課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

公 園 の バ リ

アフリー 

（か所） 

計画値 18 18 18   
 

実績値 13 0 0  

 
トイレのバリ

アフリー 

（か所） 

計画値 3 3 3  
 

実績値 1 0 0  

 
整備内容 

（ 園 ） 

計画値  ０ ２ ２
 

実績値   

 



項目 目標（本計画期間内） 

６ 

コミュニティバス運行  

５－１－６ 

 障害者や高齢者を含む全ての人が、区内を移動する際の利

便性を確保するため、地域循環のコミュニティバスを運行す

る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

◇（仮称）千駄木・駒込ルー

ト 

一日当たりの平均利用者数 

 1,326 人 

◇（仮称）目白台・小日向ル

ート 

 23 年度運行開始予定 

 

◇（仮称）千駄木・駒込ルー

ト 

一日当たりの平均利用者数 

 1,362 人 

◇（仮称）目白台・小日向ル

ート 

一日当たりの平均利用者数 

 1,143 人 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

区民課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

（仮称）千駄木・駒込ルート 
 

整備内容 

（人数） 

計画値 1,240 1,300 1,340 1,350 1,357 1,362
 

実績値 1,302 1,326  

（仮称）目白台・小日向ルート 
 

整備内容 

（人数） 

計画値  1,036 1,071 1,121 1,143
 

実績値   

 



５－（２）防災・安全対策の充実 

  

 

障害者が地域で安全に暮らしていけるよう、災害時要援護者への支援を整備するとと

もに、福祉避難所の検討を含めた地域防災計画の修正を目指します。 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

災害時要援護者の支援

＊地 1－2－1 

５－２－１ 

（１－９－１） 

 災害発生時に情報伝達や迅速な避難が困難な障害者や高

齢者等に対して、平素から充分な支援体制を整え、災害発生

時における災害時要援護者への支援体制を充実する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

手上げ方式による災害時

要援護者名簿の新規登録申

し込みを受け付けるととも

に、民生委員、区民防災組織、

警察署及び消防署に配付し

ている名簿の更新を行った。

     

災害発生時に災害時要援

護者の避難誘導及び安否確

認が円滑に行えるよう、災害

時要援護者名簿の登録を推

進するとともに、災害時要援

護者と支援者や地域との連

携を深めていく。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

防災課 ○ ○ ○ ○ 

 

 



 

項目 事業内容 

２ 

緊急通報システムの設

置 

５－２－２ 

（１－９－２） 

 身体上慢性疾患があるなど常時注意を要する状態にある

ひとり暮らし等の方を対象に緊急通報システムの設置を推

進する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

利用世帯数：4 世帯 

 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○ ○ 

 

 

項目 事業内容 

３ 

火災安全システムの設

置 

５－２－３ 

（１－９－３） 

 心身機能の低下や居住環境等から防火の配慮が特に必要

な一人暮らしの高齢者等を対象に火災安全システムの設置

を推進する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

利用世帯数：１世帯 

 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課   ○ ○ 

 

 

項目 事業内容 

４ 

心身障害者福祉電話事

業 

５－２－４ 

（１－９－４） 

 外出困難なひとり暮らし等の重度心身障害者の方に対し、

電話機の貸与及び電話料金の一部助成を行うことにより、地

域社会への参加や交流促進を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

電話貸与：２２件 

使用料助成：２６件 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

福祉センター   ○ ○ 

 



５－（３）ノーマライゼーションと合理的配慮の理念の普及 

  

 

 障害の有無にかかわらず、ともに住み慣れた地域で生活をするため、障害に対する正しい知識

を広め、理解の促進が必要です。そして地域がその障害を社会的にとらえ、解消していく取り組

みを進めます。 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

障害及び障害者に対す

る理解の促進 (心のバ

リアフリー) 

５－３－１ 

（４－３－２） 

 障害や障害のある人に対して、基本的な理解を深め偏見や

誤解がなく、自然に接することができるよう様々な機会を捉

えて取り組む。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

  障害や障害のある人につい

て、子どもから大人まで理解を

深める。 

○講演会の実施 

○パンフレット等を作成 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 

 

５－３－２ 情報のバリアフリーの推進（再掲１－６－５） 

 

 

５－３－３ 最適な媒体による情報提供の充実（再掲１－６－３） 



 

項目 目標（本計画期間内） 

４ 

障害者週間記念行事「ふ

れあいの集い」 

地 1－5－3 

５－３－４ 

（５－２－１） 

 毎年 12 月 3 日～9 日の「障害者週間」を記念して「ふれ

あいの集い」を開催し、区民が障害者に対する理解と認識を

深める機会として、また障害のある人もない人も共にふれあ

う交流の場として、障害者（児）の作品の展示及び障害者ス

ポーツのデモンストレーションを行う「ふれあいの集い」を

開催する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

開催：年１回 

 

開催：年１回 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

入場者数 

（延） 

計画値  3,600 3,700, 3,800
 

実績値 2,814 3,184 3,484  

 

 

 

５－３－５ 障害者事業を通じた地域交流（ステージエコ・福祉の店） 

（再掲５－４－１） 



５－（４）地域との交流と文化活動の促進 

 

 

障害者週間記念事業や、各種の地域交流事業を通じて、障害者に対する理解を促進

するとともに、障害者の文化活動の支援を行います。 

 

項目 目標（本計画期間内） 

１ 

障害者事業を通じた地

域交流 

５－４－１ 

（４－３－３） 

（５－１－２） 

（５－２－２） 

 障害者・児と地域の交流を促し、日常生活を豊かにすると

ともに社会参加を促進するため、各種の障害者事業（心身障

害者・児通所施設合同運動会、ステージエコ参加、「福祉の

店」さくらまつり等への出店など）や施設における祭り等を

通じたさまざまな地域活動への参画を推進する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

・心身障害者・児通所施設合

同運動会 

・ステージエコ参加 

・「福祉の店」さくらまつり 

→東日本大震災の影響によ

り中止 

・施設、事業所の祭り 

・心身障害者・児通所施設合

同運動会 

・ステージエコ参加 

・「福祉の店」さくらまつり 

・施設、事業所の祭り 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 

５－４－２ 障害者週間記念事業「ふれあいの集い」 （再掲５－３－４） 

 



 

項目 事業内容 

３ 

障害者会館 

５－４－３ 

（５－１－４） 

区内の障害者・児が共にふれあう場と学習する場を提供

し、障害者・児の福祉の向上を図るための施設としての運営

を充実する。 

なお、平成２７年度の新福祉センターの建て替えに併せ

て、障害者会館の機能や役割について見直しの検討を進め

る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 26 年度） 

利用件数 1,448 件 

 

利用件数 1,642 件 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 

項目 事業内容 

４ 

心身障害者・児レクリエ

ーション 

５－４－４ 

（５－１－３） 

 心身障害者・児が集い、交流を深める機会をつくるためバ

スレクリエーションを実施する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

参加者数：３３７人  

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 



５－（１）地域福祉の担い手への支援 

 

  

社会福祉法人やボランティア、民間団体などは、地域福祉の重要な担い手です。この

ような団体に対して、支援を行い、団体やボランティアの育成や機能の強化、地域との

つながり作りを行い、暮らしやすい地域づくりを目指します。 

 

 目標（本計画期間内） 

１ 

ボランティア・市民活動

センターへの支援  

＊地 1－6－1 

５－５－１ 

（５－３－１） 

 行政とボランティア団体との中間に位置する支援組織と

して、ボランティア研修会等の充実や情報の収集と提供、専

門性の向上などを図ることにより、ボランティアコーディネ

ーターとしての機能強化を図る。 

また、ＮＰＯ団体、学校・企業・個人ボランティアとの連

携を促進するため「ボランティア・市民活動まつり」や交流

会等を開催し、ネットワークづくりを強化する。 

さらに、災害ボランティアセンターを構築する上で重要と

なる災害支援ボランティアを活用するための運営マニュア

ルを作成する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 参加団体：    団体 

 ボランティア：  人 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

社会福祉協議会 ○ ○ ○ ○ 

 

 

 



 

項目 事業内容 

２ 

点訳ボランティア・手話

通訳ボランティア等の

養成 

５－５－２ 

（５－３－２） 

障害者のコミュニケーションを支援する人材として点訳

ボランティア・手話通訳ボランティア等の養成を図るととも

に、その技能の向上を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

点訳・触図講習会 修了

17 名 

手話講習会 修了 117 名

点訳・触図講習会 修了

15 名（定員） 

手話講習会 修了 210 名

（定員） 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

社会福祉協議会 ○ ○ ○ ○ 

 

項目 目標（本計画期間内） 

３ 

ふれあいいきいきサロ

ン事業への支援  

＊ 地 1－1－1 

５－５－３ 

（５－３－３） 

 障害者や高齢者、子育て世代等の孤立や閉じこもりをなく

し、地域の中で安心して暮らしていくことができるよう、だ

れもが参加できるサロン活動を支援する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 障害者・児サロン：  箇所

 子育てサロン：    箇所

 高齢者サロン：    箇所

 混合型サロン：    箇所

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

社会福祉協議会 ○ ○ ○ ○ 

 

項目 目標（本計画期間内） 

４ 

いきいきサービス事業

（住民参加型在宅福祉

サービス）の充実  

＊ 地 1－1－1 

５－５－４ 

（５－３－４） 

 障害者や高齢者が、住みなれた地域社会の中で充実した在

宅生活が送れるよう、区民ニーズに応じたサービス提供の充

実を図る。また、協力会員の増加を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 利用会員：   人 

 協力会員：   人 

 

 

 利用会員：   人 

 協力会員：   人 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

社会福祉協議会 ○ ○ ○ ○ 

 



 

 

項目 目標（本計画期間内） 

５ 

ファミリーサポートセ

ンター事業  

＊ 地 1－1－1 

５－５－５ 

（５－３－５） 

 

 

子育て支援課 

 子育ての援助を受けたい区民と子育ての援助を行いたい

区民が会員となり、地域の中でお互いに助け合いながら子育

てをする短期的、補助的な会員組織の相互扶助活動を行う。

提供会員の拡大のため、PR を行いながら引き続き実施する。

・センター数 1 か所 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

センター 1 か所 

会員数 提供会員： 221 人 

    依頼会員：1,897 人 

 両方会員：  35 人 

    合 計  2,153 人 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

（社会福祉協議会） ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

総会員数 

（ 人  ） 

計画値   
 

実績値 2,020 2,153  
 

センター数 

(か所） 

計画値  １ １ １ １
 

実績値 １ １  

 

 



 

項目 事業内容 

６ 

民生委員・児童委員協議

会への支援と連携 

＊ 地 1－1－2 

５－５－６ 

（５－３－６） 

住民に最も身近なところで住民の立場に立ち、地域のパイ

プ役として活動する民生委員・児童委員協議会への支援と連

携強化を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 災害時要援護者の支援や見

守り等民生委員・児童委員協

議会との連携を深める。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

高齢福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 

 

項目 事業内容 

７ 

話し合い員との連携  

＊ 地 1－1－3 

５－５－７ 

（５－３－７） 

孤立しがちな一人暮らし等高齢者及び重度身体障害者を

訪問し、話し相手や安否確認等の活動を行っている話し合い

員との連携を推進する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 

 

 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

高齢福祉課 ○ ○ ○ ○ 

 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

８ 

当事者及び家族の交流

の支援 

５－５－８ 

（５－３－８） 

 当事者や家族が交流を広げ、情報を得また発信を行う機会

を積極的に増やすため、グループ活動や講演会などを実施す

るための支援や相談に応じ、交流の場の確保等について更な

る支援の充実を図る。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 当事者や家族が交流を広げる

障害者団体へのバス借り上げ事

業の助成や行楽地への日帰りバ

ス旅行等を実施している。また、

障害者の社会活動を促進するた

め、障害者会館を研修や集会等

の場として提供している。 

障害者団体へのバス借り上げ事

業の外、講演会、研修等、団体

等のニーズを踏まえた事業を実

施し、交流の輪を広げる取り組

みを推進する。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ 

■サービス実績及び見込み量 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

 
 

助成等事

業数 

（件） 

計画値  １０ １０ １０ １０ 
 

実績値   

 

 



 

項目 目標（本計画期間内） 

９ 

地域活動参加支援サイ

ト 

５－５－９ 

 区民等の地域活動への参加促進を図るため、コミュニケー

ションを活発にする機能等を備えた、地域活動参加支援サイ

トを構築する。 

実績（平成 22 年度） 計画目標（平成 24～26 年度） 

 

 

地域活動支援推進のウェブ

サイトである「こらびっと文

京」について、この特性を活

かした機能を充実させるた

めに研究や検討を行い、新し

い公共の形成に一層寄与す

る。 

就学前 就学後 卒業後／就職期 高齢期 

区民課 ○ ○ ○ ○ 
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